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序章 
(原子力委員会と長期計画) 
 我が国は,1950 年代半ばに,原子力の研究,開発及び利用(以下「原子力開発利用」といいま
す。)に着手しました。その際,我が国の原子力開発利用の基本理念を構築するものとして,原
子力基本法が定められました。 
 この法律は,我が国の原子力開発利用を平和の目的に限定して行うことを第一に定めると
ともに,この精神を具現化し, 「原子力の研究,開発及び利用に関する国の施策を計画的に遂行
し,原子力行政の民主的な運営を図るため」,原子力委員会を置くとしています。原子力基本
法に定められた我が国の原子力の平和利用を担保することは,原子力委員会の重要な任務で
す。また,原子力基本法は「原子力委員会は,原子力の研究,開発及び利用に関する事項につい
て企画し,審議し,及び決定する」と原子力委員会の任務を定めています。 
 このように,原子力委員会の最も重要な任務は,我が国の原子力開発利用が平和の目的に
限って計画的に遂行されるよう,必要な企画,審議,決定を行うことにあります。 
 原子力委員会は,1956 年に設置されると直ちに原子力の開発利用に関する長期的な計画
を策定するための検討に入り,同年中に「原子力開発利用長期基本計画」を定めました。 
 以来,おおむね 5 年毎に数次にわたる改定を続けてきましたが,この度,1987 年 6 月に策定
した「原子力開発利用長期計画」を改定し,ここに新しい長期計画を明らかにしました。 
 原子力基本法が制定され,原子力委員会が発足した 1956 年から今日までの我が国の原子
力開発利用の道のりを振り返ってみますと,必ずしも平坦なものではなかったものの,総じて
言えば順調に進展してきたと考えています。 
 現在,我が国の原子力発電は総発電電力量の約 3 割を供給しており,放射線及び放射性同位
元素(RI)の利用(以下「放射線利用」といいます。)は,医療,農業,工業,環境保全,基礎研究など
広範な分野に普及しているなど,原子力利用は我々の身の回りの生活に深く浸透しています。
このような成果は,原子力開発利用に携わってきた数多くの民間,大学,政府関係研究開発機
関,原子力施設立地自治体,国の関係者の継続的な努力,さらには,地域住民の理解と協力のた
まものです。もちろん,これは何よりもまず国民の理解と協力に支えられてきており,その意
味では,今後の原子力開発利用の進展もひとえに国民一人一人にかかっていると言えます。 
 原子力開発利用の推進に当たっては,原子力技術の多くが巨大科学技術システムとして具
体化されるという特徴を持ち,その研究開発の成果の発現までに長い年月,多額の資金さら
には多数の人材を必要とすること,原子力は重要なエネルギー供給源としての役割を担うこ
とからエネルギー政策上の必要性に見合った長期的安定的な発展を確保する必要があるこ
と,原子力開発利用は広範,多岐な分野にわたって展開されているということ,さらには,安全
の確保や核不拡散の観点からの厳格な規制など国内的にも国際的にも配慮すべき点が多い
分野でもあることなどから,国民の理解の下,原子力関係者が一定のコンセンサスの下に活
動し,国全体として,効率性にも配慮しつつ,長期的,計画的にこれを進めていくことがとりわ
け重要です。 



 長期計画はまさにそのための指針であり,その目的は,原子力開発利用に関して,長期的視
点に基づき基本的かつ総合的な指針と基本的施策の推進方策を明らかにし,我が国の原子力
の平和利用を計画的かつ効果的に進めていくことにあります。 
 
(長期計画改定の背景) 
 前回の長期計画が策定された 1987 年以降の原子力開発利用をめぐる内外の情勢変化につ
いて,その主要なものを挙げると次のとおりです。 
 
(1)冷戦構造の崩壊に伴う国際情勢の激変,流動化 
 第二次世界大戦後の国際秩序を規定していた東西の冷戦構造が崩壊し,政治,経済,社会な
ど様々な分野で新たな動きが起こっていますが,これは原子力の分野にも及んでいます。 
 例えば,核兵器の大幅な削減が現実味を帯びるなど歓迎すべき状況が生まれつつある一方,
これに伴い生じるプルトニウム等の核物質の取扱いが重要な課題になってきています。また
北朝鮮,イラクの核開発疑惑を背景に,国際的な核兵器の拡散に対する懸念は一層高まりつ
つある状況です。 
 加えて,旧ソ連・ロシアによる放射性廃棄物の日本海への海洋投棄が国民の不安を招いて
います。 
 また,旧ソ連・中東欧の原子力発電所の実態が一層明らかになり,その安全性に対する懸念
が以前にも増して高まっています。 
 このような情勢の中で,我が国が国際社会の中でどのような役割を担っていくことが望ま
しいのかということについて考えていく必要があります。 
 
(2)地球環境問題に対する意識の向上 
 地球温暖化,酸性雨等の地球環境問題が近年急速に国際的な関心事となってきており,一昨
年には「環境と開発に関する国連会議」が開かれ「アジェンダ 21」がとりまとめられるな
ど,国際的に地球環境問題への取組の機運が高まっています。地球環境問題の背景には,大量
の資源・エネルギー消費によって支えられている先進国の経済社会活動と開発途上国におけ
る人口増加等がともに環境を悪化させているという世界的な構造問題がありますが,環境と
調和した人類の持続的発展が重要な課題になっている中,今後の原子力開発利用も地球環境
問題の解決という観点を十分考慮することが必要になっています。 
 
(3)世界のエネルギー需要の増大 
 熱心な省エネルギー努力にもかかわらず我が国のエネルギー需要は,引き続き増加してい
くことが予想され,また,世界に目を向ければ,開発途上国を中心に急速にエネルギー需要が
増大していくことが予想されます。 
 そのような状況の中で我が国として,世界全体のエネルギー需給を考慮しつつ,自国のエ



ネルギーの長期的な安定供給をいかに確保していくかが重要な課題になってきています。 
 
(4)核燃料サイクル事業を始めとする我が国の原子力開発利用の進展 
 我が国は,当初よりウラン資源の確保から放射性廃棄物の処分に至る核燃料サイクルの確
立を原子力政策の基本としており,今や,青森県六ケ所村において,ウラン濃縮と低レベル放
射性廃棄物埋設の民間事業化が現実のものとなり,民間使用済燃料再処理工場も建設段階を
迎えるに至っています。また,現行の日米原子力協定下において初のプルトニウムの国際輸送
が実施され,高速増殖原型炉「もんじゅ」が臨界を達成するなど我が国の原子力開発利用は,
おおむね着実に進展しており,このような状況を踏まえ,今後の政策展開を示すべき時期にき
ています。 
 
(5)プルトニウム利用をめぐる内外の関心の高まり 
 冷戦構造の崩壊に伴い新たな国際秩序が模索される中で,平和利用のプルトニウムも含め,
プルトニウムの存在やその取扱いが,核兵器の拡散につながるとの懸念から国際的に大きな
関心を呼ぶようになっています。また近年,欧米諸国にあっては,諸般の事情により原子力開
発利用が概して停滞傾向にあるのに対し,我が国は比較的着実に核燃料リサイクル政策を展
開してきています。このようなことを背景として,核兵器の拡散に対する懸念,プルトニウム
の安全性への不安,プルトニウム利用の経済性への疑問などから,先のフランスからのプルト
ニウム輸送を契機として,国の内外から我が国のプルトニウム利用についての関心が過去に
例を見ないほどに高まっています。このような状況については,これを正面から受け止めて,
今後の我が国の原子力開発利用の在り方を示すことが重要です。 
 
(6)原子力に対する夢や期待感の薄れと原子力施設の新規立地の停滞 
 原子力は,その開発利用に着手した当初は,大きな期待を持って迎えられ,科学技術の最先
端を行く分野として大きな夢を抱かれていました。多くの人々の積年の努力により,原子力
の利用は現実のものとなり,国民生活に不可欠なものとなりましたが,その故か一般の国民
が抱く原子力のイメージは大きく様変わりしつつあり,当初の先端的イメージが薄らいでき
ています。 
 また,このような状況の中,チェルノブイル原子力発電所の事故以降急速に内外に広がった
安全性に対する不安感とあいまって,我が国の原子力施設の新規立地も困難になっています。 
 このため,原子力が社会的に果たしている役割の重要性や科学としての原子力が本来持っ
ている魅力を国民に伝えるとともに,原子力人材の確保,原子力の新しい方向を切り拓く先
端的研究の強化,地域との共生を目指した立地などの対応が必要となっています。 
 
(長期計画策定に当たっての配慮事項) 
 今回の長期計画は,前述の長期計画の目的や改定の背景を十分踏まえて策定しましたが,こ



の長期計画の枠組みと特に配慮した点は,次のとおりです。 
 
(1)長期計画の見通し期間 
 本長期計画は,21 世紀を見据えて我が国が採るべき原子力開発利用の基本方針と具体的推
進方策を明らかにするものです。 
 個々の具体的な施策によって見通すべき期間には差があり,その点は柔軟に検討しました
が,本長期計画全体としては,おおむね 2030 年までの原子力開発利用の展開を念頭に置きつ
つ,2010 年頃までの我が国の原子力開発利用について主に検討しました。 
 
(2)長期計画の狙い 
①国民に理解される長期計画 
 今や,原子力は国民の生活や経済にも深く関わるようになっており,昨今の原子力に対する
国民の関心の高まりなどに鑑みると,原子力開発利用は,国民の理解と協力なくしてその円
滑な推進を図ることはできません。このため,長期計画は何よりもまず国民にその内容が理
解されるものでなければならず,この長期計画においては,原子力開発利用に関する明確な
理念と計画を国民に提示するよう努めました。 
②国際的に理解される長期計画 
 原子力開発利用は,国際性に富むものであり,我が国がその開発に着手した頃から国際情
勢を踏まえた対応が絶えず要求されてきましたが,最近の原子力開発利用をめぐる環境変化
等の中で,我が国が原子力開発利用を展開する上で諸外国の理解を得ることがますます重要
になってきている一方,我が国の国際的影響力の高まりや原子力開発利用の進展を背景とし
て,諸外国においても我が国の原子力開発利用に対する関心が高まっています。このため,今
回の長期計画は,我が国の原子力開発利用に関する基本的立場を諸外国の人々に適確に伝え
るものとなるよう努めました。 
③原子力関係者の具体的指針となる長期計画 
 長期計画の目的に鑑みれば,長期計画は,原子力開発利用に携わる人々の活動の指針とな
ることが要求されることは当然であり,本長期計画においてもこれまで同様,柔軟性に配慮
しつつも現実的かつできるだけ具体的な計画を示すよう努めました。 
 なお,我が国の原子力開発利用は,その緒に就いた頃から官民を挙げて取り組むべきもの
として推進されてきており,国の果たすべき役割には今後とも大きなものがありますが,開発
利用の進展に伴い民間の担うべき役割が重要になってきているということを踏まえて,本長
期計画は,民間活動の指針としての役割にも配慮しつつ策定しました。 
 
(3)原子力開発利用を進める上での基本的な考え方の明示 
 長期計画には,個々の具体的施策の推進計画を定めることが求められていることは言うま
でもありませんが,本長期計画では,我が国の原子力開発利用に対する内外の関心の高まり



に鑑み, 
・地球社会にとって,また我が国にとって原子力開発利用はどのような意味を持つのか 
・我が国は何故核燃料リサイクル政策を採るのか 
・核兵器の不拡散と原子力の平和利用についてどのように考えるのか 
・どのような点に配慮しながら,プルトニウム利用などの原子力平和利用 
 を進めていくのかなど,我が国の原子力開発利用の基本理念を明らかにすることに力点を
置きました。 
 
(4)国民の声の反映 
 本長期計画は,長期計画専門部会における審議結果を基に原子力委員会が決定したもので
すが,長期計画専門部会においては分野毎に 5 つの分科会,5 つのワーキンググループを設け
て専門家を中心に審議したほか,原子力以外の分野の有識者からなる長期計画懇談会を設け
て幅広い視点から議論しました。 
 さらに,国民各界各層から広く意見を聴くため,長期計画改定に関する意見募集を実施し,
また「ご意見をきく会」を開催しましたが,これらを通じて表明された意見は,本長期計画の
審議の貴重な参考となりました。 
 また,海外の原子力関係者からの意見を聴く機会も設けて本長期計画策定の参考としまし
た。 
 なお,本長期計画は,各分科会において入念な審議を経てとりまとめられた分科会報告を
十分踏まえて策定したものですが,それら分科会報告もまた,国民各界各層の貴重な意見を参
考にしてとりまとめられています。 
 21 世紀の扉の前に立つ今,振り返ってみれば,米国シカゴ大学でエンリコ・フェルミらが世
界最初の原子の火を灯してから約 50 年,原子力平和利用の道を開いたアイゼンハワー大統
領によるアトムズ・フォア・ピース演説から約 40 年,日本原子力研究所の動力試験炉によっ
て我が国が初めて原子力発電に成功してから約 30 年の歳月が流れました。 
 一方,原子力の誕生以来,その歴史の半面を占めてきたのは軍事利用であり,また,それを背
景に維持されてきた戦後の世界秩序が東西の冷戦構造でした。 
 今,その冷戦構造は終焉を迎え,核兵器の大幅な削減が具体化しつつあります。国際政治,国
際経済などあらゆる面から新たな世界秩序が模索されている中で,原子力の位置付けや意義
のみが従来のままで何らの変化もないというわけにはいきません。原子力は,もはや狭い意
味での原子力の世界だけに閉じ込もって議論されるべきものではなく,政治,経済,文化・文明,
環境など広範な視点からこれを受けとめ,取り組む必要があります。我々は 21 世紀に対して
期待感と不安感を併せ抱きながらその扉の前に立っていますが,扉の向こうに全人類が幸福
に暮らせる地球社会を形成するために,原子力平和利用に与えられた役割は決して小さくは
ないと認識しています。 
 将来に対する不透明感が払拭されない状況下にありますが,それだけに地球社会や我が国



の将来をしっかり見据えつつ,長期的な視点,国際的な視点,国民とともにある原子力という
視点に立って,来るべき 21 世紀に向けて我が国の原子力開発利用の果たすべき役割とその
推進方策を明らかにすることが求められています。 
 
第１章 21 世紀の地球社会と原子力の果たす役割 
１．直面する諸問題と 21 世紀地球社会への期待 
 我が国は,戦後半世紀を経て経済大国と呼ばれるまでになりました。エネルギー消費も全
世界の 5.6%を占め,原子力発電を始めとする原子力開発利用についてもその規模,技術水準
等において先進国の列に連なっています。今日,原子力発電は,世界の総発電電力量の約 17%
を占める重要なエネルギー供給源となっており,我が国としても,自国の将来のみならず地球
社会の将来という視点で,原子力開発利用の意義を考える必要があります。 
 本節では,原子力開発利用の意義を考えるために,まずグローバルな観点から留意すべき点
として,人口問題,エネルギー問題,資源問題,地球環境問題等について将来を概観するととも
に,21 世紀地球社会への期待を述べます。 
 
（１）世界人口の増加 
 人類が 21 世紀に直面する最大の問題の一つは人口問題です。 
 国連の統計によると,1990 年の世界人口は約 53 億人です。17 世紀半ばには約 5 億人であ
った世界人口は,19 世紀初頭には 10 億人を超え,1950 年には約 25 億人に達しています。そ
の後の 40 年程度の極短い期間に人口は倍増しており,過去と比べると近年の人口の増加は
驚異的なものであることがわかります。 
 今後,2010 年には約 71 億人,2025 年には約 85 億人,そして 21 世紀半ばには地球人口 100
億人の時代が到来すると予測されています。 
 また,1990 年の開発途上国の人口は既に世界人口の 4 分の 3 以上を占めていますが,この
割合は今後一層高まっていき,2025 年には約 83%に達すると予測されています。 
 人口予測は,過去の実績から判断すると未来予測としては精度がかなり高いものであり,
開発途上国を中心とした人口の爆発的増加により 21 世紀には地球人口 100 億人の時代が到
来するということを認識しておく必要があります。 
 
（２）エネルギー消費の増大 
 現代文明は,エネルギーの大量消費によって支えられていると言っても過言ではありませ
ん。 
 世界のエネルギー消費は,産業革命の起きた頃から増大を続けています。 
 19 世紀半ばには,1 億トン(石油換算)程度だったものが,1990 年には約 80 億トン(石油換
算)となっています。前述のとおり,ここ 40 年間で世界人口は倍増していますが,この間世界
のエネルギー消費は 4 倍以上になっており,一人当たりのエネルギー消費も倍増しているこ



とになります。エネルギー消費は,経済の発展状況,人々の生活の質等と密接な関係があり,第
二次世界大戦後の大量生産と大量消費に依存する社会の到来とともに,エネルギー消費は急
増しました。二度の石油危機により一時的にエネルギー消費の伸びは停滞しましたが,石油
価格の低下等により再び消費量は増大し,現在もエネルギー消費の増大傾向が続いています。 
 エネルギー消費には,地域差が大きく,例えば世界人口の約 5%を占めるに過ぎない北米の
みで全体の 4 分の 1 以上のエネルギーを消費しています。また,エネルギー消費の半分以上
は,人口で 6 分の 1 弱を占めるに過ぎない先進国によって消費されており,一人当たり消費量
で比較すると,先進国は,開発途上国の約 9 倍ものエネルギーを消費していることになります。 
 国際エネルギー機関(IEA)によると,世界全体で,2010 年には,1991 年の約 1.5 倍のエネル
ギー消費が見込まれていますが,このうち先進国のエネルギー消費は,約 1.3 倍となるのに対
し,開発途上国のそれは急激な人口増加や生活水準の向上等により約 2.2 倍となり,世界のエ
ネルギー需要の約 4 割を占めると予測されています。開発途上国の人口増加は避けられず,
また開発途上国の人々にも先進国の人々と同様に豊かで文化的な生活を営む権利があるこ
とは言うまでもありませんから,今後とも開発途上国を中心にエネルギー消費が大幅に伸び
ていくこととなり,省エネルギーやエネルギー利用の効率化への努力を続けるものの,21 世
紀は世界全体としては更に大量のエネルギーを必要とする時代となることは確実です。 
 
（３）資源の制約 
 現代社会は,石油文明と言われています。ガソリン,灯油はもちろんのこと,衣料品,日用品
と身の回りは石油製品であふれており,石油なくしては日常生活が成り立たない状況です。 
 IEA の統計によると 1991 年現在,世界のエネルギー消費の約 39%を石油が賄い,石炭は約
29%,天然ガスは約 22%,水力は約 2%をそれぞれ賄っています。原子力は年々増加してはい
るものの,まだ 7%程度です。つまり,エネルギー消費の約 9 割は石油を始めとした化石燃料
に依存しているわけです。 
 近年は,石油の生産量が多く,価格も実質価格では石油危機以前の水準になっていることか
ら,石油は無尽蔵にあり,いつでも安価に必要な量が入手できるかのように思われがちです
が,化石燃料は再生が不可能な限りある資源であり,いずれは必ず資源制約が顕在化すると
いうことを十分認識しておく必要があります。 
 現在のエネルギー資源の可採年数(確認可採埋蔵量を年生産量で割ったもの)は,石油,天然
ガス,ウラン(核燃料リサイクルをしない場合)は数十年,石炭は 200 年程度とされています。
これは,単純に言えば現在の水準で消費を続けていくと,21 世紀にはエネルギー資源の状況
は危機的なものになる可能性があるということを意味し,さらに,前述のようにエネルギー
消費が今後とも拡大していけば,利用可能なエネルギー資源の枯渇はさらに早まる恐れがあ
るということを意味しています。 
 また,石油などにはエネルギー資源としての用途のほかに,身の回りに不可欠な品々の原
料としての用途もあり,エネルギー資源としての消費を減らすことが,貴重な資源を将来に残



していくこととなります。 
 資源制約を考える場合には,我々の時代に資源が豊富にあるかどうかという観点で捉える
ことは,必ずしも適当ではありません。石油は,地球が何億年という歳月をかけて生んだ貴重
な資源であり,このままでは人類はこれをたかだか 200 年程度の間に使い切ってしまうこと
になりかねません。たまたまこの恵まれた時代に生きる我々としては,できるだけ後世代に
もその恩恵が及ぶよう大切に使うことが必要です。 
 21 世紀には,資源制約が顕在化し,人類の活動基盤を脅かすことが懸念されます。 
 
（４）地球環境問題の深刻化 
 近年,地球温暖化,酸性雨等の地球環境問題が内外の大きな関心を呼んでいます。 
 このような議論の嚆矢となったのは,1972 年にローマクラブにより発表された「成長の限
界」ですが,以来,人類の活動がこのまま拡大していくと地球そのものの包容力が限界に達し,
人類と地球の将来に深刻な危機をもたらすという可能性が認識されるようになりました。
大気中の二酸化炭素等の温室効果ガス濃度の上昇による地球温暖化,酸性雨,オゾン層の破
壊による紫外線の増加,砂漠化,森林破壊,海洋汚染,野生生物種の減少等地球環境問題は多岐
にわたっていますが,とりわけ,地球温暖化問題は,その主要原因物質とされる二酸化炭素が
人類の活動から不可避的に発生し,人類の生存基盤に深刻な影響を与えかねないため,その
解決が強く望まれています。 
 森林の伐採等も二酸化炭素濃度の増加を促進していますが,前述のように人口やエネルギ
ー消費の増大に伴い,化石燃料の消費量が拡大してきたことが,二酸化炭素の排出量の増加
の大きな要因となっています。二酸化炭素濃度は,産業革命前には約 280ppm でしたが,1990
年には約 353ppm になっており,近年は,毎年 1.8ppm ずつ増え続けています。また,現在の二
酸化炭素の排出量は年間約 60 億トン(炭素換算)に達しています。将来の地球温暖化の予測
は,不確実性が大きく困難な状況ですが,一つの試算として,国連環境計画と世界気象機関が
共同で設置した「気候変動に関する政府間パネル」(IPCC)が行ったものがあります。それに
よると,二酸化炭素等の排出などについて特段の方策を採らなければ,21 世紀末までには約
3°C 平均気温が上昇するという予測が示されています。氷河時代においても,平均気温は現
在より約 5°C 低かったに過ぎないとされていることを考慮すると,わずか 100 年間で 3°C
も気温が上昇するということは,脅威的な事態であり,人類の生存自体が脅かされることに
なりかねません。 
 21 世紀は,地球環境の変化により人類が生存基盤を脅かされかねない時代です。 
 
（５）冷戦後の国際社会が直面する諸問題 
 これまで概観してきた諸問題は,21 世紀の地球社会を念頭に置いて,原子力開発利用を考
えるという観点から取り上げたものですが,今日,原子力開発利用を適切に展開していくため
には,狭い意味で原子力に関連する情勢を把握していくだけではなく,広く政治,経済なども



含めた国際情勢にも十分配慮して対応していくことがとりわけ重要になってきています。 
 このような国際情勢は,人口,エネルギー等のように統計的に長期予測を示すことは困難
ですから,ここでは冷戦後の国際社会が直面する諸問題について,現状認識を中心に示すこ
ととします。 
 1991 年のソ連の解体により,戦後の国際社会の枠組みを形成してきた米ソ両大国の対立
を中心とした冷戦構造が崩壊し,国際社会は,大きな変革期を迎えています。米露協調の進展
という国際環境の中で世界各地における地域紛争は解決に向けて動き出し,先進民主主義諸
国では,一時,世界の将来に対する期待感が広がりました。しかし,これは長くは続きませんで
した。今日では,ロシアの不安定な状況,兵器拡散問題,旧ユーゴスラビアにおける紛争の激化
などに加え,先進国経済の低迷,依然として深刻な開発途上国問題など悲観的材料が目に付
くようになっており,むしろ将来に対する不安感,不透明感は増大しています。 
 米ソの二極構造が崩壊した結果,冷戦構造の下では表面化しなかった民族・部族対立や宗
教的対立に根ざす新たな紛争が顕在化する危険性が高まっています。開発途上国問題は,イ
デオロギーを離れて対応することが可能となり,世界全体の平和と繁栄を確保していく上で
不可欠の問題として本格的に取り組むことが必要になっていますが,先進国の財政困難を背
景として,援助疲れや旧ソ連,中・東欧諸国への関心の傾斜も見られます。また,世界の政治経
済は,相互依存の深化やグローバル化が進展し,多数国間の協調と協力がますます重要にな
っていく一方で,欧州,北米,アジア太平洋地域で見られるように地域協力の動きも活発化し
ており,特にアジア太平洋地域は急速な経済成長を続けている地域としても注目されていま
す。地域協力は地理的,歴史的背景の下,それぞれの地域に適合する協力を進めていくもので
あり,その活動が世界全体に貢献することが期待されますが,そのためにもこのような地域
協力は世界的なシステムと整合性を確保しつつ進められることが極めて重要です。 
 冷戦の終結は,国際政治におけるイデオロギーの役割を低減させ,経済力,科学技術力の重
要性を高めました。世界各地において民主化,市場経済化に向けた努力が進められています
が,必ずしもその成果は一様ではありません。このように国際社会は試行錯誤の中にありま
すが,これまでの努力の中でおぼろげながらも,21 世紀の地球社会の行方が徐々に浮かび上
がりつつあります。 
 このような転換期においては,国際社会において,自由,民主主義,人権,市場経済といった基
本的価値を共有する諸国が協力し,これら共通の価値に基づく平和と繁栄を築いていくこと
がまず重要と考えられます。また,世界経済の活力を維持・強化していくこと,特に,世界の平
和と繁栄に主要な責任を持つ先進民主主義諸国の経済の持続的成長を確保することも重要
です。 
 米国も含めいかなる国も国際社会の抱えるこうした課題を一国で解決することはできま
せん。日本,北米諸国,西欧諸国は,このような国際環境の中で,重要な責任と役割を持つよう
になってきています。これら諸国が,今日の国際社会の指導理念となっている基本的価値に
基づき密接に協力することなくしては,転換期の世界が直面する諸問題に有効に対処するこ



とは困難になっています。 
 
（６）21 世紀地球社会への期待 
 21 世紀に向けて紛争のない安定した新たな国際社会が実現されることは,人々の願いです。
今日多くの開発途上国にあっては人々が依然貧困に苦しんでおり,これらの開発途上国が困
難を克服し,経済社会の開発に取り組むことは,世界の平和と繁栄に不可欠です。 
 真の平和は,単に紛争がないというだけにとどまらず,自由,民主主義,人権といった価値を
保障するものでなければなりません。これらの基本的価値が,地球上のより多くの人々によ
って共有されることが望まれますが,現実に人々が生きている世界は歴史,民族,宗教,自然,文
化など背景が異なり自ずと多様な価値観が存在して～)ます。21 世紀社会においては,このよ
うな多様な価値観を包含しつつ,国際社会が協調して基本的価値に基づく世界の平和と繁栄
を確固たるものにしていくことが期待されます。 
 人口問題,貧困問題,エネルギー問題,環境問題等はそれぞれ密接に関連しており,人類は地
球の限界を超えないよう配慮しつつ,これらを調和させながら持続可能な発展を遂げていか
なければなりません。地球を慈しみ自然と共生して初めて人類は末永く生きながらえるこ
とが可能になります。そのためには,大量生産,大量消費,大量廃棄を前提とした 20 世紀型技
術文明を克服し,人類の母なる地球を甘えの対象ではなく,いたわりの対象として認識する
ことから出発する新たな価値観に立脚した,いわゆるリサイクル文明を創造していくという
気持ちが大切です。 
 これは,人々に価値観の変更やライフスタイルの変更を迫るということでもあります。自
分のことのみならず隣人,他国の人々,さらには子孫のことにも思いを致すことが大切です。
省エネルギーに努めることはもちろんのこと,資源の有限性を理解して各種エネルギーをそ
の特質を活かしながら最大限有効に使うとともに,できるだけ地球に優しいエネルギー源を
求めて研究開発を進めることが必要です。また,経済社会活動や日常生活の規範として環境
負荷の低減に常に留意することが重要であり,廃棄物を減らすという考え方が大切です。21
世紀は,思いやりのある環境調和型経済社会の形成に向かっていくことが期待されます。 
 科学技術は,これまでも人類の歴史とともに発展してきましたが,資源問題,エネルギー問
題,環境問題等が眼前に大きく立ちはだかるような状況において,これらの課題の解決に科
学技術が果たすべき役割は従来にも増して大きくなってきており,この期待に沿うべくこれ
を発展させていくことが望まれます。 
 原子力開発利用についても,こうした 21 世紀への期待に応えるという視点を見失うこと
なく,これを展開していくことが重要です。 
 
２．原子力平和利用の役割 
 前節では,現状から予測される 21 世紀の地球社会が直面する諸問題とそれらに対処して
いくための方向について言及しました。その上に立って,本節では,より望ましい 21 世紀を



創造するために,グローバルな意味で原子力平和利用が果たし得る役割について考えます。
もとより,原子力は地球社会全体を考える上での多様な要素の一つに過ぎませんが,これか
らの原子力を考えるに当たっては,原子力分野の出来事や状況を勘案するだけでは不十分で
あり,前節に述べたような状況を念頭に置きながら,大きく人類社会の発展とのかかわりと
いう観点からも原子力を捉えてみることが重要です。実際,21 世紀を見通す上でエネルギー
問題の展開は極めて重要な要因であり,とりわけ原子力は,前節で述べたような諸問題に対
処していく上で大いに貢献できる可能性を持つものですから,その進展の如何は 21 世紀の
地球社会に大きな影響を与えるものと考えられます。 
 
（１）豊かで潤いのある生活の実現 
 人は皆,豊かで潤いのある生活を望み,その実現を追求する権利を持っています。そのよう
な暮らしは,必ずしもエネルギーを大量に消費することによって実現するわけではありませ
んが,エネルギーは経済社会や日常生活を支える基盤ですから,一定量のエネルギーは安定
的に供給していくことが必要であり,既に見てきたようにその量は地球規模で今後一層拡大
していきます。 
 現在,世界のエネルギー消費の 9 割以上を化石エネルギーに依存していますが,資源制約や
環境制約などを考慮すれば,非化石エネルギーが今後一層大きな役割を果たしていくことが
望まれます。 
 太陽光,風力などの新エネルギーの開発に寄せられる期待は大きく,分散型エネルギーと
して原子力などと共生することが期待されますから,将来のエネルギー供給に一定の役割を
果たせるよう長期的観点からこれらの研究開発を進めていくことが重要です。しかし,新エ
ネルギーは,エネルギー密度が低い,あるいは自然条件に左右されやすい,といった性質を内
包しており,現在のところ,経済面,技術面等において解決すべき課題が多く残されています。
このため,世界的に見た場合にはエネルギー供給源として実質的な役割を果たすには至って
おらず,また近い将来において現実的な大規模なエネルギー源としての役割をこれらに期待
することは困難です。 
 このような中で,原子力は技術面,経済面等の基本課題を克服し,すでに現実の安定したエ
ネルギー源としての地位を占めており,将来的にも大規模なエネルギー供給源として一層大
きな役割を果たしていくことが期待できます。 
 また,エネルギー利用と並ぶ原子力の重要な柱と言うべき放射線利用も生活に密着した多
様な可能性があります。医療,農業,工業,生命科学,基礎研究などのほか,環境保全の分野にお
いても研究開発,実用化が着実に進められて～)ます。 
 原子力は,人間らしい生活基盤の維持・形成を保障するために不可欠なエネルギーという
観点や放射線利用の観点から,既に生活に密着したものとなっていますが,豊かで潤いのある
生活の実現のため,今後,その役割はさらに増大することが期待されます。 
 



（２）地球環境と調和した人類社会の持続的発展 
 現在のエネルギー供給の約 9 割が化石エネルギーであり,また人口やエネルギー消費が今
後とも増加していくことは,既に見たとおりですが,需要に応じて安易に化石エネルギー資
源を消費していくと,来世紀には資源制約が顕在化する可能性があります。原子力・の導入は,
この資源制約を緩和していくための一つの有効な方法です。とりわけ,核燃料リサイクルは,
有限なウラン資源を飛躍的に有効利用でき,長期的には人類社会にとって重要な役割を担う
ことが期待できます。また,エネルギー資源には各々特徴がありますから,特徴を活かして使
うことが大切であり,原子力で代替可能な用途には原子力を使い,貴重な化石エネルギー資
源をより適切な用途に充当していくという考え方が大切です。 
 石油を始めとする化石エネルギー資源は,入手しやすく,技術的にも使い勝手の良い資源
ですが,人間活動に起因する二酸化炭素排出量の約 8 割は化石エネルギーの消費に伴うもの
と考えられ,また酸性雨の原因物質である硫黄酸化物,窒素酸化物の発生も化石エネルギー
の消費によるところが大きいことなど地球環境への影響という観点からは大きな課題を抱
えています。 
 一方,原子力は,二酸化炭素,窒素酸化物等を発電の過程において排出せず,また,施設の建設
や燃料生産過程等を含めても,他の発電方式に比べて圧倒的に二酸化炭素等の排出が少ない
(我が国を例にとると二酸化炭素の排出量は石炭火力を 100 とした場合,石油火力の 74,天然
ガス火力の 66 に対し原子力は 2 という試算があります)という長所があり,原子力の導入は
地球温暖化の防止などに有効です。 
 また,ウランやプルトニウムは単位重量当たり石油の約 200 万倍ものエネルギーを持って
いますが,このことは,原子力エネルギー,すなわち原子核の反応により発生するエネルギー
が,化学反応によりエネルギーを発生する化石エネルギーに比べ,エネルギー源としての潜
在的性能において本質的に侵れていることを示しているのみならず,原子力によりエネルギ
ーを取り出す際に発生する廃棄物の量が,他のエネルギー源で同じエネルギー量を取り出す
場合に比べて圧倒的に少なくなるということにつながっています。我が国を例にとると原子
力施設から発生する放射性廃棄物は国民一人当たり年間約 85g(うち,高レベル放射性廃棄物
は約 3g)です。高レベル放射性廃棄物の処分については,環境への影響を懸念する向きもあり
ますが,安全は十分に確保されることについて技術的な見通しが得られつつあります。 
 このように,原子力は人類社会が地球環境と調和しながら,今後とも持続的な発展を遂げ
ていくための有力な手段となることが期待されます。 
 
（３）21 世紀地球社会の条件整備への寄与 
 21 世紀の国際社会が安定化するための条件の一つは,経済社会を支える基盤となっている
エネルギー資源が各国に行き渡ることです。資源の確保をめぐる国際紛争や国際的な摩擦,
緊張がこれまでに幾度も生じたことは歴史が示すところです。経済力を背景に資源を購入す
るということは,自由な市場経済の下では正当な行為ではありますが,石油を始めとする便



利で使い勝手の良い化石エネルギー資源を経済力を持つ国が独占し,開発途上国にそれらが
行き渡らなくなるということは,国際社会の安定化を妨げる大きな要因になります。これを
避けるためには,地球的視野でエネルギー源の選択肢をできるだけ多様化していくことが重
要であり,原子力はその重要かつ現実的な柱です。また,原子力は準国産エネルギーとしての
性格を持っているため,その導入国にとっては単なる選択肢の多様化以上にエネルギーセキ
ュリティ上意味があります。原子力発電を導入するには一定の技術水準が不可欠であり,開
発途上国の多くが直ちにこれを導入することは困難ですが,先進国が積極的に原子力を導入
することによって化石エネルギー資源の需給が緩和されれば,開発途上国も必要な量の化石
エネルギー資源が安価に入手できるようになります。また,原子力は現在は主として先進国
のエネルギー源ですが,長期的にはより広く世界にとって重要なエネルギー源になる可能性
があり,エネルギー資源をめぐる国際社会の安定化にも貢献するものと期待されます。 
 地球環境問題は,将来の人類にとって重大な脅威となる可能性があるのみならず,これへの
対応如何によっては先進国と開発途上国との対立を招く恐れもあります。このような中,先
進国が原子力発電の導入により二酸化炭素等の排出を削減していくことは,開発途上国との
関係においても望ましい対応策の一つであり,原子力は地球環境という観点からも国際社会
の安定化に貢献します。 
 このように,原子力は,先進国と開発途上国とが競合するエネルギーではなく,その導入の
恩恵が導入国のみならず他の国々に及ぶエネルギーという特質を持っていますから,エネル
ギー資源問題,地球環境問題の解決に貢献しながら,国際社会の安定化に貢献できるエネル
ギーです。 
 また,原子力技術は広範な科学領域に立脚し,各種の先端技術や極限技術などを総合する
巨大なシステム技術としての特質を持ち,幅広くかつ高度な技術や知識を集大成するものと
言うことができます。このため,原子力技術の向上を目指した研究開発を推進することは,原
子力技術を構成する広範な科学技術の水準の向上に貢献し,原子力分野のみならず広範な科
学技術分野において新たな知識や革新的技術を創出し,21世紀社会の基盤となる知的資産の
形成に貢献していくことにつながります。 
 冷戦終了後の国際社会が軍事重視から民生重視に移行するとすれば,原子力もまた,その
民生利用(平和利用)の面で大きな役割を担っていくことが予想されます。現在, 「冷戦の遺物
としての核兵器」の解体に伴い発生する核物質の取扱いが国際的な重要課題となっています
が,この核物質が再び軍事目的に使われないようにすることが基本であり,その解決策とし
てこれらの核物質を原子力発電の燃料に使用するという考えもあります。これが実現するこ
とになれば原子力軍事利用の後始末に原子力平和利用技術が貢献するというこの時代の流
れを象徴するかのような現象を見ることになります。原子力の歴史を顧みれば,冷戦構造下
において,不幸なことに原子力は核兵器による抑止力として国際社会の秩序を維持するとい
う側面を持っていましたが,21 世紀には原子力は軍事のくびきを離れ,本来期待されるべき
人類の福祉への貢献という平和利用分野で国際社会の安定,発展を支えていくことが切に望



まれます。 
 
第２章 我が国の原子力開発利用の在り方 
１．我が国の原子力開発利用の目標 
 第 1 章においては,21 世紀の地球社会を展望し原子力の役割を概観しましたが,本節では,
それを踏まえつつ,我が国としていかなる目標を掲げて原子力開発利用を推進していくべき
かということを示します。 
 
（１）エネルギーの安定確保と国民生活の質の向上 
 我が国が原子力開発利用を推進してきた最大の理由は,エネルギー資源を安定的に確保し,
国民生活の水準向上に寄与するためです。 
 既に我が国は十分に豊かな社会を実現しているという見方もあり,エネルギーの浪費は厳
に慎むべきですが,国民の多くは省エネルギーを重視しつつも今後とも豊かで快適な生活を
送ることを望んでおり,また,今後相当程度の省エネルギーに努めることを前提とした試算
によっても,なお国内のエネルギー需要は,2010 年度には 1991 年度の約 1.2 倍に増加する見
通しです。また,1970 年度には約 26%であった電力化率(一次エネルギー総供給量に占める
電力向け投入量の割合)は,1991 年度に約 40%に高まっており,エネルギーの中でも便利で安
全な電力の消費量は,我が国が高度情報化時代に入っていくことともあいまって今後とも増
大していくことが予想され,質の良い電力の安定した供給を維持していくことの重要性は一
層高まっていきます。 
 ところが,我が国のエネルギー供給構造は極めて脆弱です。エネルギーの輸入依存度は 8
割を超え(83.6%),エネルギーの石油依存度は約 6 割(58.O%)に達し,その石油はほぼ全量
(99.6%)を輸入(石炭や天然ガスもそれぞれ 94.4%,96.0%を輸入)に依存しています。これは,
米国(エネルギーの輸入依存度は 16.4%),ドイツ(同 52.7%),フランス(同 51.7%),英国(同
1.3%)などの主要先進国に比べて極端に不安定なエネルギー供給構造と言えます。また,我が
国は,アジアの島国であり,欧州に見られるように国境を越えて諸国が互いに電力を融通する
仕組みの中にありません。 
 原子力は,技術集約型エネルギーとしての特長などに着目すると準国産エネルギーと考え
ることができますから,我が国のエネルギー供給構造の脆弱性の克服に貢献する基軸エネル
ギーとして位置付けて,これを推進していくこととします。さらに,ウラン資源にも限りがあ
り,また我が国にはウラン資源はほとんど存在しないことを踏まえると,ウラン資源を最大
限有効に利用するという考え方が重要であり,我が国においては,使用済燃料は再処理して,
回収したプルトニウム,ウラン等を再び利用していくという核燃料リサイクルの推進を今後
とも政策の基本とします。 
 エネルギー政策は,資源,技術力など各々の国の国情によって差があることが当然であり,
エネルギー資源に恵まれない我が国としては技術力を活かした方法でエネルギーを確保し



ていくことが必要です。 
 また,原子力は,電力供給の観点から日常生活に不可欠な役割を担っていることは言うまで
もありませんが,放射線利用についても,医療,農業,工業,生命科学,基礎研究,環境保全など広
範な分野で普及しています。今後,高齢化社会が本格的に到来するとされている中で,放射線
を利用した環境条件の向上や重粒子線によるがん治療技術の研究開発にみられるような,質
の高い健康維持など身の回りの生活を豊かなものとする上で一層その役割が大きくなると
考えられます。 
 このように,我が国の原子力開発利用は,まず第一にエネルギーの安定確保と国民生活の
質の向上を目指すものです。 
 
（２）人類社会の福祉の向上 
 原子力開発利用を推進していくに当たっては,我が国は独り自国の短期的繁栄のみを目指
すのではなく,常に人類社会への貢献という視点を持ちつつ,これに取り組むことが必要です。 
 前述のとおり,先進国が原子力発電を導入することにより,化石エネルギーの廉価・安定供
給の観点や二酸化炭素の排出低減など地球環境保全の観点で開発途上国も含め世界全体に
そのれ恵が及ぶことから,我が国が原子力開発利用を積極的に推進していくことは,それ自
体が結果的に国際貢献になっていますが,これを受動的に捉えるのではなく,エネルギー資源
を大量に消費する一方,豊かな経済力と高度の科学技術を併せ持つ我が国が,その経済力を
単に資源の購入に用いることなく,それらを活かして原子力開発利用に取り組むことは,我
が国の国際的な責務と考えられます。また,このことは,その恩恵が,単に現在の世代のみなら
ず,我々の子孫にも及ぶことを考えれば,後世代に対する責務ともいうことができます。 
 我が国は,原子力開発利用の推進を「地球温暖化防止行動計画」に組み込んでおり,今後と
も地球環境保全という観点を重視しつつ原子力開発利用に取り組んでいきます。 
 また,我が国が原子力開発利用に取り組むに当たっては,人類にとってのエネルギー供給の
多様化を図るという姿勢が重要ですが,この観点からは,まず現在,原子力発電を行っている
国が原子力発電システムの信頼性を一層向上させていくこと,さらにはそれを世界的に普及
させていくことが重要です。一方,核燃料リサイクルについては,技術的・経済的能力,核不拡
散の確保等を考慮すれば,短中期的にはこれに取り組むことのできる国は限られており,我
が国としてもこれを世界に普及させていくことには十分慎重でなければなりませんが,これ
を必要とし,かつその能力を持つ我が国は,将来の人類のエネルギー供給源の選択肢を広げ
ていくとの認識の下にこれに取り組んでいきます。我が国は科学技術先進国として,核燃料
リサイクルを推進するとともに太陽光などの新エネルギーや核融合などの研究開発を推進
し,エネルギー技術の共生,すなわち多様なエネルギー技術が互いに補完し合いながら使わ
れていく人類社会の実現を目指していきます。 
 進んだ科学技術を持ち,かつ経済的にも恵まれている我が国としては,原子力分野におい
ても基礎的な研究の振興,積極的な国際協力等を進めていくことにより,いわば国際公共財



ともいうべき成果を生みだし,これを国際社会に還元していくことが今後一層重要になって
いきます。我が国は,原子力開発利用を通じて科学技術水準の向上など人類共通の利益を追
求していくこととします。 
 このように,我が国は,常に人類社会への貢献という視点を持ちつつ,原子力開発利用に取
り組んでいきます。 
 
２．原子力開発利用の大前提 
 原子力基本法は「原子力の研究,開発及び利用は,平和の目的に限り,安全の確保を旨」とす
ることを定めており,改めて言うまでもなく,我が国は原子力開発利用については,国民や国
際社会の理解の下に,厳に平和利用に限り,安全の確保を大前提にこれを進めていきます。 
 
（１）平和利用の堅持 
 我が国が,核兵器を保有することは決してありません。 
 広島,長崎という被爆体験を持つ我が国においては,被害の悲惨さは国民意識に深く浸透
しており,核兵器の開発は全く考えられません。 
 また,核兵器を保有することは,我が国をめぐる国際環境を不安定化させるだけであり,我
が国の平和と繁栄の維持という国の目的に何の利益ももたらしません。 
 我が国は,原子力基本法制定以来一貫して,民主・自主・公開の原則に則り,原子力開発利用
を厳に平和目的に限って推進してきています。また,核兵器廃絶という国民の願いを込める
とともに原子力の平和利用を促進するため,「核兵器の不拡散に関する条約」 (NPT)に加
入しています。 
 今後とも,原子力基本法の精神に則り,我が国の原子力開発利用を厳に平和目的に限り推
進していくとともに,NPT を厳守し,世界の核不拡散体制の維持・強化に貢献していきます。
また,原子力開発利用に関する国際協力に当たっても,この精神を貫いて具体的な国際協力に
取り組んでいきます。 
 昨今,一部の海外の論調等において,我が国が核兵器を開発するのではないかとの疑念が
表明されています。我が国に対するこのような疑惑の表明は,唯一の被爆国として究極的に
は地球上からの一切の核兵器廃絶を願う国民の気持ちを踏みにじるものであり,日本国民に
とってはおよそ信じられないことです。 
 我が国は,国際社会から信頼される国として,自由貿易体制の中で,国際協調を基調として
繁栄を享受していく道を選択していきます。核兵器開発により我が国にもたらされるものは,
アジアを中心にした国際的緊張と反発,総合安全保障の喪失,国際的孤立とそれに伴う国内
経済社会の破綻に過ぎません。しかしながら,海外にはこのような見方も存在するというこ
とについては十分認識して,誤解を解く努力を続けつつ,引き続き原子力の平和利用に取り
組んでいきます。 
 原子力委員会としても,国民の負託に応えるべく原子力平和利用の確保という責務を果た



していきます。 
 
（２）安全の確保 
 我が国においては,当初より,安全の確保なくしては,原子力開発利用の発展は有り得ない
という観点から,何よりもまず安全の確保を重視して原子力開発利用に取り組んできており,
この大前提は不変です。 
 一般にあらゆる技術は危険性を含んでおり,人類はこれまでもその英知によりこれを克服
してきました。原子力にも潜在的には危険性がありますが,現在までに培った知識や技術と
安全優先の思想により,これを十分制御することができます。現に,我が国の原子力施設につ
いては,その安全は十分に確保されており,これまで周辺公衆に影響を及ぼすような放射性
物質の放出を伴う事故は皆無です。その運転実績については,国際的にも高い評価を受けて
いますが,これに安住することなく今後とも厳重な安全規制,管理,防災対策を実施し,安全の
確保に万全を期すとともに,原子力発電所の高経年化を踏まえた対策,シビアアクシデント
対策などの安全対策や安全研究を一層充実させることにより,安全優先の高い意識を持った
人間としつかりした技術基盤・組織体制などに支えられたより高度な「原子力安全文化」を
築き上げていきます。 
 安全の確保については,合理的で十分な安全水準の確保という観点,原子力人材の確保と
いう観点,人に優しい原子力という観点を今後重視していきます。 
 一方,安全水準の向上が必ずしも国民の安心感につながらないという実態も踏まえなけれ
ばなりませんが,安全運転実績を地道に積み重ねることを基本に安心感の醸成に努めていき
ます。 
 また,現在,旧ソ連・中東欧を中心とした地域における原子力の安全確保の緊要性が国際的
にも認識されていますが,諸外国の安全確保の状況は,我が国の原子力開発利用にも影響を
与えかねないとの観点も踏まえ,我が国としても国際的な原子力の安全確保に積極的に貢献
していきます。 
 
３．原子力開発利用の基本方針 
 本節では,前述の目標,大前提の下で我が国が採るべき原子力開発利用の基本方針を明ら
かにします。 
 
（１）原子力平和利用国家としての原子力政策の展開 
 我が国は,原子力開発利用を平和目的に徹して推進してきた結果,今日の成果を享受するに
至りました。今後とも,この姿勢を堅持するとともに,平和利用に徹してきた国にふさわしい
原子力政策を展開していくことが重要です。このため,核不拡散についての国際的信頼の確
保,平和利用を指向した技術開発,平和利用先進国にふさわしい国際対応,情報の公開・提供に
取り組んでいきます。 



 核不拡散についての国際的信頼を確保するため,NPT 及び NPT に基づく国際原子力機関
(IAEA)保障措置体制を原子力平和利用と核不拡散を両立させる枢要な国際的枠組みとして
維持・強化するとともに,自発的な努力をしていくこととします。一方,自らも平和利用の強
固な意思を改めて明確にするとともに,核兵器関連の技術を持たず制度的にも実態上も核兵
器開発の可能性は全くないということを示していくことが重要です。 
 平和利用を指向した技術開発については,保障措置や核物質防護関連の技術開発を進める
ほか,アクチニド(ウラン,プルトニウムのみならずネプツニウム等の核燃料として利用でき
る長寿命の元素)のリサイクル技術の研究開発等を進めます。また,平和利用の原子力は,安全
性,信頼性,経済性が全体としてバランス良く優れているものでなければなりませんから,長
期的視点に立った研究開発を着実に進めながら全体としてバランスのとれた市場経済型の
原子力を追求していくことが重要です。 
 平和利用先進国にふさわしい国際対応については,平和目的に限った原子力利用の普遍化
を図ること,各国の原子力開発利用の安全性の向上に貢献することを基本に,主体性を持って
積極的に国際協力を進めていくこととします。このため,共通する目標を持つ諸国と協調し
ていくとともに,先端的な研究施設の国際的な開放などを通じてこれまで培ってきた研究開
発の成果を世界に積極的に発信していきます。 
 原子力基本法は,平和利用に限り原子力開発利用を行うことを確保するということを主眼
として,その成果を公開することを定めており,これまでも公開に努めてきたところではあ
りますが,原子力平和利用と情報の公開は密接不可分ということを十分踏まえて,今後一層情
報の公開に取り組んでいくこととします。また平和利用の原子力は国民生活に密接に関連し
ているということを踏まえ,国民の選択としての原子力政策を進めていくことを心がけるこ
とが重要です。このため,正しい情報や知識を的確に国民に伝え,国民の中に安心感が醸成さ
れるよう可能な限り,情報の公表,情報の提供を促進するなど国民の理解と協力を得ていく
ための施策を充実していきます。 
 
（２）整合性のある軽水炉原子力発電体系の確立 
 今日,軽水炉による原子力発電は安全実績を積み重ねつつ総発電電力量の約 3 割を担うま
でになっており,軽水炉は高い信頼性を持つ炉型として定着しています。一方,近年,天然ウラ
ンの需給は緩和基調で推移しており,この傾向は当面続くものと予測されること,高速増殖
炉の実用化までには取り組むべき技術的な課題が残されていること,高速増殖炉の実用化以
降も軽水炉との併用期間が続くと見込まれることなどから,今後とも相当長期にわたり,軽
水炉が原子力発電の主流を担うこととなると予想されます。 
 この軽水炉主流時代の長期化をにらんで,その安全性,信頼性を確保しつつ,経済性の一層
の向上に向けて努力していく必要があります。特に,原子力発電所の高経年化を踏まえた安
全対策,放射性廃棄物の処理処分対策,廃止措置対策などを充実させていくことが重要です。 
 軽水炉原子力発電を安定的に継続していくためには,ウラン資源を安定的に確保していく



とともに,ウラン濃縮,ウラン燃料加工などをその規模や時期などの観点で適切かつ合理的
な形で進めていくことが重要です。 
 また,原子力施設の立地の円滑化は重要な課題です。事業者が中心となって,立地の促進に
向けて立地地域と原子力施設が共生できるよう積極的に取り組むことが必要ですが,関係省
庁も一体となってこれを支援していくこととします。 
 整合性のある原子力発電体系という観点から残された最も重要な課題は,放射性廃棄物の
処理処分と原子力施設の廃止措置(以下「バックエンド対策」といいます。)を適切に実施す
るための方策を確立することであり,これは原子力による便益を享受している我々の世代の
責務です。バックエンド対策は,多種多様な放射性廃棄物の特性を踏まえて合理的に実施す
ることとし,安全確保を大前提に,国民の理解と協力の下,責任関係を明確化して計画的に推
進していきます。とりわけ,高レベル放射性廃棄物の処分は重要な課題であり,処分の手順,ス
ケジュール,関係各機関の責任と役割等を明確に示しつつ,円滑に実施していくことが必要
です。 
 
（３）将来を展望した核燃料リサイクルの着実な展開 
 エネルギー資源に恵まれない我が国が,将来にわたりその経済社会活動を維持,発展させ
ていくためには,将来を展望しながらエネルギーセキュリティの確保を図っていくことが不
可欠です。化石エネルギー資源と同様にウラン資源も有限であり,軽水炉利用を中心として
このまま推移すれば 21 世紀半ば頃にもウラン需給が逼迫することも否定できません。この
ため,使用済燃料を再処理して,回収したプルトニウム,ウランなどを再び燃料として使用す
る核燃料リサイクルの実用化を目指して着実に研究開発を進めることによって,将来のエネ
ルギーセキュリティの確保に備えます。核燃料リサイクルは,資源や環境を大切にし,また放
射性廃棄物の処理処分を適切なものにするという観点からも有意義であり,将来を展望して
着実に取り組んでいきます。 
 具体的には,発電しながら消費した以上の核燃料を生成し,ウラン資源の利用効率を飛躍
的に高めることができる高速増殖炉を,相当期間にわたる軽水炉との併用期間を経て将来の
原子力発電の主流とすることを基本とし,原型炉から実証炉へと研究開発の段階を歩みなが
ら 2030 年頃までには実用化が可能になるよう高速増殖炉による核燃料リサイクルの技術体
系の確立に向けて官民協力して継続的に着実に研究開発を進めていきます。また,将来の高
速増殖炉時代に必要なプルトニウム利用に係る広範な技術体系の確立,長期的な核燃料リサ
イクルの総合的な経済性の向上等を図っていくという観点から,一定規模の核燃料リサイク
ルを実現することが重要であり,商業規模の再処理工場の建設,運転経験を蓄積するととも
に既存の軽水炉と新型転換炉による核燃料リサイクルの実現を図っていきます。 
 核燃料サイクルの経済性については,現時点においては軽水炉による混合酸化物(MOX)
燃料の利用は,使用済燃料を直接処分する場合に比べてそのコストは若干高いと見込まれて
いるものの,総発電コストから考えれば本質的な差はなく,長期的視点に立って,燃料仕様の



共通化等により経済性の向上に努めていきます。また,高速増殖炉による核燃料サイクルに
ついては,革新的技術を段階的に取り入れていくことなどにより軽水炉並みの経済性を達成
できる見通しが得られています。 
 また,核燃料リサイクルを進めるに当たっては,核拡散に係る国際的な疑念を生じないよう
核物質管理に厳重を期すことはもとより,我が国において計画遂行に必要な量以上のプルト
ニウム,すなわち余剰のプルトニウムを持たないとの原則を堅持しつつ,合理的かつ整合性の
ある計画の下でその透明性の確保に努めていきます。 
 
（４）原子力科学技術の多様な展開と基礎的な研究の強化 
 原子力技術は,核分裂エネルギーを利用した原子力発電という形態がよく知られています
が,核融合エネルギー,高温ガス炉による熱供給,舶用動力,放射線利用など原子力技術の応用
範囲は極めて広範であり,今後とも多様な展開を図っていきます。 
 核融合エネルギーは,必要な燃料資源等が地球上に広く豊富に存在すること,原理的に高
い安全性を持つことなど優れた特長を持ち,人類の恒久的なエネルギー源の一つになること
が期待されています。我が国は,自らの研究開発ポテンシャルを有効に活用し,主体的な国際
協力の推進を図りつつ,核融合の研究開発を積極的に進めていきます。 
 放射線利用は,医療,農業,工業など広範な分野への展開を通じて国民生活や福祉の向上に
大きく貢献するものであり,エネルギー利用と並ぶ原子力開発利用の重要な柱として推進し
ていきます。とりわけ,医療,環境保全など生活者を重視した利用技術の普及促進を図るとと
もに,近年性能の向上が著しい加速器や研究用原子炉から発生する新しいビームを活用した
先端的研究開発を推進していきます。 
 科学技術の発展は,常に進取の精神から生まれます。将来に向けてより優れた科学技術を
生み出すために,向上心を持ったたゆまぬ研究開発に取り組む姿勢が求められますが,原子
力は科学としても産業技術としても挑戦していくに値する魅力ある分野です。とりわけ,多
様化,高度化する原子力のニーズに適切に対応し,国民の福祉の一層の向上を図るという観
点や国際公共財ともいうべき知的ストックの蓄積に我が国が貢献するという観点から,既存
の原子力技術の高度化のみならず,新しい原子力技術の創出が必要です。このため,原理,現象
に立ち返った基礎研究を積極的に進めていくこととします。また,既存の原子力技術にブレ
ークスルーを引き起こす可能性のあるフロンティア領域や将来の新たな技術開発の進展を
生み出す基盤を形成する可能性のある技術領域についての研究を重点的に進め,幅広い技術
基盤の強化を図ることとします。 
 
第３章 我が国の原子力開発利用の将来計画 
 本章では,前章の考え方の下で進められる我が国の原子力開発利用の将来計画を具体的に
示しました。 
 



１．核不拡散へ向けての国際的信頼の確立 
（１）平和利用の堅持と国際的信頼の確立 
 我が国は,今後とも原子力基本法に則り,厳に平和の目的に限り原子力開発利用を推進し
ていきます。 
 我が国は唯一の被爆国であり,究極的には地球上から一切の核兵器を廃絶していくことが
国民の悲願です。原子力委員会としても,国民の負託に応えるべく原子力平和利用の確保と
いう責務を果たしていきます。 
 原子力平和利用の透明性は,核不拡散体制上の義務を厳格に果たすことによって確保され
ますが,一方で,変動の激しい国際状況の中でどれだけ国際的な信頼を得ているかというこ
とも重要となっています。 
 したがって,我が国が,核燃料リサイクルを始めとする原子力開発利用を推進していくに当
たっては,より広い視野から,安全保障や国際政治経済等の動向を十分踏まえて,核不拡散や
原子力国際協力に係る政策を確立していくことなどを通じて,国際的な信頼を得ていくよう
努力しなければなりません。 
 
（２）NPT 体制の維持・強化 
 NPT の目標は,核兵器の拡散防止,原子力平和利用の推進及び軍縮の促進です。この条約が,
原子力平和利用と核不拡散を両立させる枢要な国際的枠組みであり,原子力平和利用の円滑
な推進のためには核不拡散体制の維持・強化が不可欠であることに鑑みれば,この条約の無
期限延長支持は妥当と考えます。 
 我が国は核兵器の究極的な廃絶を望んでおり,この条約の無期限延長が現在の核兵器国に
よる核兵器の保有の恒久化を意味するものであってはなりません。 
 未加入国の早期加入を促進して同条約の普遍性を高めるよう努めるとともに,全ての核兵
器国に対してより一層の核軍縮を働きかけることが重要です。 
 また,NPT に基づく IAEA の保障措置を,全ての原子力活動について受けている我が国は,
このような NPT 締約非核兵器国の一員として,NPT 体制の中で原子力平和利用の利益を最
大限享受できることを自ら示していく必要があります。 
 
（３）新たな核不拡散努力 
 東西冷戦の終焉とともに米露の核軍縮の動きが進展する一方で,旧ソ連における核兵器等
の管理の不安定化や不安定地域における核拡散の問題という新たな核拡散の懸念が増大し
ています。 
 旧ソ連における核拡散の懸念については,核軍縮を安全かつ確実に進めることが重要です。
特に,核兵器の解体から生じるプルトニウム等の核物質は,再び核兵器に利用されないことが
基本であり,これらは厳重な国際的計量管理の下に置かれるべきです。これらの核物質につ
いては発生国が自らの問題として適切に対処していくべきですが,諸外国が協調してこの問



題の長期的な解決方策を検討していくことも重要です。我が国としても核軍縮の促進と核兵
器の拡散防止の観点から重要な意義を持つものと認識して,平和目的に限って原子力利用を
推進するとの基本方針に立って,発生国が行うこれらの核物質の貯蔵等に貢献していきます。 
 核拡散の懸念のある不安定地域に対しては,NPT への加入とそれに基づく保障措置の厳
格な義務の履行を求めます。我が国としては,不安定地域に対する IAEA 保障措置が適切に
適用されるよう努めるとともに,不安定地域において相互信頼を醸成するための努力が当事
者間で自発的にとられることが重要であるということを踏まえつつ,このような地域の安定
化に努力していきます。 
 さらに,IAEA 保障措置の強化・合理化,核物質防護等への対応,原子力資機材等の輸出規制
の強化に積極的に取り組んでいきます。 
 
（４）我が国の自発的な核不拡散努力 
 プルトニウム輸送を契機として我が国の核燃料リサイクル計画に対して国際的な懸念が
示されていますが,このような懸念を払拭し,国際的信頼を得ていくための基本は,NPT 体制
に基づく IAEA 保障措置を厳格に受け,また二国間原子力協力協定等に基づいて核不拡散措
置を厳格に履行しながら,原子力開発利用を進めていくことです。 
 今後,我が国においては民間再処理工場を始めとする原子力施設の増加に伴い保障措置業
務が大幅に増加していくことが予想されますが,このような観点から保障措置の信頼性を維
持していくため,査察,核物質の分析,情報処理等が十分な信頼性を持って実施できるよう必
要な体制を整備していきます。今後とも国と民間事業者は,現在の核不拡散に関する制度を
厳格に遵守し,実績を重ねるとともに,その核不拡散努力について適切に広報していくこと
とします。 
 さらに,我が国は,核燃料リサイクル計画を国際的信頼を得つつ実施していくために,NPT
体制から要求される義務に加えて,以下に述べる政策を自発的にとっていきます。 
 すなわち,余剰のプルトニウムを持たないとの原則を堅持しつつ,合理的かつ整合性のある
計画の下でその透明性の確保に努めるとともに,核燃料リサイクル計画の透明性をより高め
るための国際的な枠組みの具体化に向けて努力します。また,我が国と既に核燃料リサイク
ルに係る協力関係にある国以外の国との協力に関しては,関係国とも調整しつつ慎重に進め
ます。さらに,核不拡散関連の技術開発を積極的に進め,アクチニドのリサイクル技術の研究
開発など核不拡散にも配慮した研究開発にも取り組んでいきます。 
 
２．安全の確保 
（１）安全確保対策の充実 
 我が国の原子力施設等は,国,民間,研究開発機関等の関係者の不断の努力によりその安全
性は高い水準で維持されており,国際的にも優れた安全実績を示していますが,これに安住
することなく,今後とも厳重かつ合理的な安全規制,安全管理に取り組むことにより世界に



誇れる「原子力安全文化」を築いていくこととします。 
 具体的には,最新の科学技術的知見を各種基準等へ反映させるとともに,今後増加する高
経年原子力施設の安全確保のために,長期的視野からの方策を含め,国内外の故障,トラブル
等から得られた教訓や最新の科学技術的知見を踏まえた予防保全に一層努めていきます。さ
らに,ヒューマンエラーの可能性の一層の低減,人間工学的観点からの研究,基礎基盤に立ち
返った革新的研究開発等を積極的に進めていきます。 
 
（２）原子力防災対策の充実 
 原子力施設から環境への放射性物質の大量放出という不測の事態に備えるための原子力
防災対策については,災害対策基本法に基づき国,地方公共団体等が協力して必要な措置を
講じているところです。 
 万一の事態にも十分対応できるよう,またひいては地元住民に安心されるよう,今後とも,
安全確保対策の充実を図るとともに地方公共団体が実施する原子力防災活動を支援する情
報システムの整備,原子力防災に関する研修の充実強化等に努めます。 
 また,原子力施設等に係る安全の確保,防災体制等について所要の対策を講じてきている
ことが国民に理解されることは原子力に対する安心感の醸成にもつながるとの認識から,原
子力防災対策の現状についての理解の増進を図っていきます。 
 
（３）安全研究の推進 
 原子力施設等の安全を確保するための安全基準,指針等は,最新の科学技術的知見や運転
経験の蓄積を踏まえ,原子力施設等の改良等に対応して整備していく必要があります。原子
力施設等に関する安全研究については,その安全性を今後とも高い水準に維持していくため,
軽水炉の高度化,核燃料サイクル事業の本格化等の原子力開発利用の拡大と多様化に対応し
て,原子炉施設,核燃料施設,放射性物質の輸送,原子力施設の耐震,原子力施設等の確率論的安
全評価等の分野について,これを実施していきます。環境放射能に関する安全研究について
は,環境・線量研究,生物影響研究,特定核種の内部被ばく研究,安全評価研究の分野について
これを実施し,また,放射性廃棄物処分に関する安全研究については,放射性廃棄物の処分計
画に対応してこれを実施していくこととします。 
 なお,これらの安全研究は,原子力安全委員会が定める各種の安全研究年次計画に沿って実
施していきます。 
 
（４）国際的な原子力安全の確保 
 原子力開発利用に当たっては安全の確保が大前提であることやある国の原子力施設の事
故等が他の国民の不安を招くことも見受けられることなどから,原子力安全の確保の問題は,
国際的に共通する課題として各国が協力して取り組むことが重要になってきています。 
 原子力安全の確保は,原子力活動を実施する者とその国が一義的な責任を持つべきもので



あることは言うまでもありません。しかし,我が国は,原子力発電所等の建設・運転に関して,
豊富な経験があることから,世界における原子力安全の問題を敏感に受けとめ,その解決に
積極的に協力し,安全性の向上に貢献していくことが重要です。 
 具体的には,世界の原子力施設に係る故障やトラブル等の情報の収集,分析,評価等におい
て,主導性を発揮し,国際機関を通じた協力や二国間の協力に参加して世界の原子力の安全
性向上に向けて努力を続けていきます。また,安全研究や安全規制の充実の面においても引
き続き積極的に国際協力を行っていきます。 
 旧ソ連,中・東欧諸国における原子力安全の支援に関しては,今後とも二国間や多国間の枠
組みを通じて,諸外国の実施する支援と調整しつつ,それぞれの国における経済状況,エネル
ギー事情等を十分勘案して,短期的な技術的改善等に係る措置を着実に進めるとともに,長
期的視点から,安全確保体制の充実等に向けて,人材の派遣,研修機会の提供,規制関係情報の
提供等を進めていきます。 
 近隣アジア地域や開発途上国との協力に当たっても,安全確保に重点を置いて協力を進め
ていくこととします。これらの国においては,特に原子力安全規制体制の整備が急務となっ
ています。このため,相手国の国情や計画に合わせて安全規制に従事する人材の養成,規制関
係情報の提供等の協力を行っていきます。また,安全確保のために必要な研究基盤,技術基盤
及び緊急時体制の整備にも積極的に協力していきます。 
 現在,国際的な原子力施設の安全確保を目的として進められている「原子力安全条約」の
策定作業については,我が国も積極的に取り組んできたところであり,実効性のある条約の
早期成立のために引き続き努力していきます。 
 
３．国内外の理解の増進と情報の公開 
（１）国民の理解の増進と情報の公開 
 原子力開発利用を円滑に進めていくためには,「国民とともにある原子力」でなければな
らず,そのためには,まず国,原子力事業者に対する国民の信頼感,安心感を得ることが重要で
す。 
 信頼感,安心感の醸成には安全確保や核不拡散の実績を着実に積み重ねることが第一です
が,国民参加型の意見交換の場等を通じた国民が納得できる行政運営に努めることも重要で
す。また,行政は国民の支持の下に推進されるべきものですから,国民が判断する際の基礎と
なる情報を適時的確に提供していくよう努めることが重要です。 
 情報の提供については,従来から努力してきたところですがなお不十分という声が国民の
中にあります。 
 その背景として,まず,公開情報が不当に制限されているという意識があることが考えら
れ,さらには,知りたい情報が公開されてはいるものの,情報へのアクセスが困難であったり,
内容が難解であったりするため公開感が得られていないということが考えられます。前者に
ついては,公開を原則とします。 



 もちろん,核物質防護,核不拡散,財産権の保護に関する情報など非公開とすべきものはあ
りますが,都合の良い情報のみを選択的に提供しているとの非難を受けることのないよう一
層配慮していくこととします。後者については,情報公開そのものというよりはむしろ広く
情報提供という観点で捉え,情報ネットワークを活用した情報提供, 「草の根」的な広報,体験
型の広報など実効性のある事業を体系的に実施していくとともに,多様な組織との連携の促
進等を通じて広報事業そのものの周知を図っていきます。また,情報提供という観点から報
道機関の果たす役割は極めて重要ですから,報道関係者に対し,正確で客観的な情報を適時
的確に提供するよう努めます。 
 より多くの人々が原子力に対する客観的な判断力を持つようになることが期待されます
が,将来を考えると青少年に対する原子力についての正確な知識の普及はとりわけ重要であ
り,このことは今後の原子力分野の人材の裾野を広げることにもつながります。その際,原子
力のみを特殊な分野と捉えることなく科学技術,エネルギー,環境等との関連でバランスよ
く正確な知識を普及していくことが重要です。このような観点から,青少年の原子力に関す
る学習機会を確保・充実するため,研修施設の整備,科学館等における展示の充実や青少年に
も分かりやすい資料の充実等に努めていきます。また,学校教育に原子力を取り上げること
の重要性に鑑み,関係省庁の緊密な連携の下,現場のニーズに応じた教師の研修など具体的
方策を拡充していきます。 
 
（２）国際的な理解の増進 
 近年,核不拡散や原子力の安全確保に関する関心が,国際的に高まっています。その中で,我
が国の原子力開発利用を円滑に進めていくためには,世界の国々から理解と信頼を得ること
が必要です。そのため,我が国の原子力開発利用の意義,計画の具体的内容について,合理性を
確保することはもちろんのこと,我が国の原子力開発利用の推進が,世界のエネルギーの安
定供給に寄与することや,我が国の原子力平和利用に関する技術が世界の原子力の安全性向
上などに役立つことを示すことも国際的な理解の増進につながると考えられます。 
 また,過去 30 年以上にわたって,厳しく平和利用に限るとともに核物質が核兵器に転用さ
れないよう万全の措置を講じていること,安全を確保してきたことの実績を積極的に示して
いく努力が必要です。 
 特に,我が国の核燃料リサイクルへの取組に対する理解を得るため,積極的な広報活動を
行う必要があります。このため,核燃料リサイクルを推進する意義,計画の具体的内容,核不拡
散努力等について説得力のある情報を各国との協議の場で提供して理解の促進を図ってい
くとともに,積極的に広く海外に情報を発信するような体制を確立していきます。また,核不
拡散に配慮しながら,核燃料リサイクル関係施設への訪問や技術者との対話の機会を広く海
外の関係者に提供し,実態に即した理解を得られるよう配慮します。 
 
 



４．原子力発電の将来見通しと原子力施設の立地の促進 
（１）原子力発電規模の見通し 
 現時点における商業用原子力発電の設備容量は,3837.6 万 kW であり,総発電電力量の約 3
割(1992 年度実績で 28.2%)を賄っています。 
 今後の原子力発電の開発規模については,2000 年において約 4560 万 kW1,2010 年におい
て約 7050 万 kW の設備容量を達成することを目標とします。また,電力供給における原子力
発電の割合は今後とも着実に拡大し,商業用原子力発電の総発電電力量に占める割合は
2000 年において約 33%,2010 年において約 42%を占めるものと見込まれます。 
 さらに,長期的展望としては,2030 年における原子力発電の設備容量は約 1 億 kW に達す
ることが期待されます。 
 
（２）原子力施設の立地促進 
 我が国の商業用原子力発電所の立地地点(サイト)は,現在 17 サイト(46 基)であり,要対策
重要電源として新規 7 サイトを含む 12 サイトが挙げられています。 
 今後,上述の原子力発電容量を確保していくには,既存サイトでの増設に加えて新規サイト
の確保が必要となりますが,原子力発電所の立地には計画から運転開始までのリードタイム
が長期に及ぶことを考慮すると,早急に新規サイトの確保に向けて対策を充実させていくこ
とが必要です。また,核燃料サイクル施設や核燃料サイクル確立のために必要な関連施設の
立地対策も重要です。 
 原子力施設の立地促進については,これまで国,地方公共団体,事業者等の積極的な立地促
進活動等が一定の成果を挙げてきたものの,国民の意識の中から原子力に対する不信感,不
安感が依然として払拭されていないことも一因となり,立地は年々困難になってきており,ま
た,立地に伴う地域振興効果を期待する地元の声も,ますます多様化してきています。原子力
施設の立地による波及効果を地域の長期的発展に結びつけることが重要ですが,その際,既
存立地地点における地域の発展状況が,新規立地予定地点での理解を深める上で意義が大き
いことにも留意する必要があります。原子力施設の立地促進の主体は事業者,地元の地域振
興の主体は地元地方公共団体であることは言うまでもありませんが,国としても立地円滑化
の観点から地元と原子力施設が共生できるよう,関係省庁が一体となって地元の地域振興に
一層きめ細かな支援を進めていきます。また,立地地域において,マスメディアを通じた積極
的な広報などの理解促進策を展開していくほか,用地取得の円滑化を図ります。また,中長期
的観点から,第四紀層立地,海上立地,地下立地等の新規立地方式の研究や耐震設計高度化に
よる立地技術の高度化に取り組んでいきます。 
 
５．軽水炉体系による原子力発電 
（１）軽水炉の高度化 
 軽水炉は,世界で最も広く利用され,また我が国においても既に十分な実績を持った炉型



であり,今後長期間にわたり我が国の原子力発電の主流を担うものと予想されます。 
 軽水炉発電については,官民の協力により,安全性の一層の向上を図ることはもとより,こ
れまでの安全実績を支えてきた高い品質を維持した上での経済性の向上に対しても不断の
努力を続けることが望まれます。 
 今後の技術開発に当たっては,一層の安全の確保に積極的に取り組むとともに,原子力産業
全般における技術力の維持・向上,人材確保の動向等原子力発電を取り巻く情勢に的確に対
応し,設計,運用の両面から技術の高度化を図っていくこととします。具体的には,故障やトラ
ブル等の再発防止対策,さらには定期安全レビュー,高経年原子炉対策,シビアアクシデント
対策等の総合的な予防保全対策等の一層の充実に努めつつ,システムの簡素化や操作の自動
化等によるヒューマンファクターに係る対策,確率論的安全評価手法等最新の知見を活用し
た安全設計・安全評価,作業員の被ばく低減等を図るための自動化技術の高度化,さらに安全
の確保を大前提とした運転管理の高度化に取り組んでいくとともに,プラント全運転期間中
の効率的な運転・保守を行うための総合的な設る設備管理方策について検討していきます。 
 また,長期的な視点を踏まえ,高燃焼度化燃料,MOX 燃料への対応等を考慮した燃料・炉心
機能の高度化,受動的安全性の概念等を取り入れた将来型軽水炉や中小型炉についての調
査・研究等に取り組むこととします。 
 
（２）ウラン資源の確保と利用 
①天然ウランの確保 
 天然ウランの累積所要量は,2000 年,2010 年,2030 年において,それぞれ 16 万トン U 程
度,28 万トン U 程度,60 万トン U 程度と予想されます。経済協力開発機構・原子力機関
(OECD/NEA)と IAEA の共同報告によると,1992 年時点の我が国の需要量は世界の約 13%
を占めており,今後この割合は増加するものと予想されていますが,我が国の原子力開発利
用の自主性,安定性を確保するという観点から,長期購入契約,自主的な探鉱活動,鉱山開発へ
の経営参加等供給源の多様化に配慮し,天然ウラン資源の安定確保に努めていくこととしま
す。 
 自主的な探鉱活動については,動力炉・核燃料開発事業団による海外における調査探鉱を
引き続き実施します。なお,民間においても必要に応じ探鉱活動を実施し,天然ウランを確保
していくことが重要であり,国はこれに必要な助成を行っていきます。 
②ウラン濃縮 
 ウラン濃縮の年間役務所要量は,2000 年,2010 年,2030 年において,それぞれ 5000 トン
SWU/年程度,7000 トン SWU/年程度,10000 トン SWU/年程度と予想されます。2000 年に
おいては,OECD 諸国の濃縮役務需要の約 2 割となり,その後もこの割合は増大するものと
予想されます。ウラン濃縮役務については供給能力が世界的に過剰な現在の状況が 2010 年
過ぎにおいてもある程度の期間続くものと推定されますが,濃縮ウランの安定供給や核燃料
サイクル全体の自主性を確保するという観点から,経済性を考慮しつつ,国内におけるウラ



ン濃縮の事業化を進めていくこととします。 
 ウラン濃縮原型プラントは,順調な運転を継続し,初期の目的である国内民間濃縮事業の
確立に活かされており,さらに現在の運転サイクル以降の運転についても,同プラントが国
内民間濃縮事業の円滑な推進のための役割を担うとの観点から,その利用を検討していきま
す。 
 国内民問濃縮事業については,我が国における濃縮事業の確立を目標として当面は 2000
年過ぎ頃の 1500 トン SWU/年規模による安定した操業の実現と経済性の向上に取り組む
こととし,それ以降の国産化の展開に関しては,国際動向,経済性,技術の継承等を考慮しつつ
具体的な事業規模と時期を検討することとします。なお,国産化の基盤であるウラン濃縮機
器製造分野については,将来の事業展開にも円滑に対応できるよう技術力や機器生産能力の
維持・向上を図っていくことが必要です。 
 今後のウラン濃縮の経済性の向上のためには,適宜評価を行いながら新技術を適切に導入
することが重要です。遠心分離法濃縮技術については,六ケ所濃縮工場に現在開発中の新素
材高性能遠心機の導入を図るとともに,さらに 2000 年代前半の六ケ所濃縮工場への導入に
向けて高度化した遠心機の開発を進めます。レーザー法濃縮技術については,原子法,分子法
の研究開発を次の段階に進めるべきか否かを 2000 年頃までに判断します。また,化学法濃縮
技術の今後の実用化については,ウラン濃縮の需要動向等を総合的に勘案して判断すること
とします。 
③回収ウラン,劣化ウランの利用等 
 回収ウランの利用については,再濃縮してリサイクルすることが適切です。国内において
は,これまでの成果に基づき,ウラン濃縮原型プラント等を利用して実用規模による再濃縮計
画を進めていくなど,転換,再濃縮,加工及び原子炉での利用に関し,将来の本格利用に備えて
民間関係者と動力炉・核燃料開発事業団が共同して研究することとします。海外再処理委託
からの回収ウランについては,海外で転換,再濃縮を行うべく電気事業者が本格利用に向け
て準備を進めていくこととします。 
 劣化ウランについては,将来の利用に備えて効率的な貯蔵方策や利用方策について検討し
ていきます。 
 
６．核燃料リサイクルの技術開発 
（１）核燃料リサイクル計画の具体化 
①MOX 燃料利用 
(イ)軽水炉による利用 
 軽水炉による MOX 燃料の利用は,将来の高速増殖炉の実用化に向けた実用規模の核燃料
リサイクルに必要な技術の確立,体制の整備等の観点から重要であり,エネルギー供給面で
一定の役割を果たすことにも留意しながら,これを計画的に進めていきます。 
 現在の原子力発電所においても既に炉内でウランがプルトニウムに転換され,このプルト



ニウムの核分裂が,原子力発電から得られるエネルギーの約 3 分の 1 を担っています。軽水
炉による MOX 燃料利用は,海外において多くの実績があり,我が国の少数体規模での実証計
画において燃料のふるまい等について良好な結果が得られていることを踏まえると,現在の
軽水炉で MOX 燃料を利用することについては,特段の技術的問題はないと言えます。今後,
我が国においては,燃料仕様の共通化等により一層の経済性の向上を目指していくことが重
要です。 
 軽水炉での MOX 燃料利用は,再処理施設の規模等を勘案し,高速増殖炉の実用化までの間,
適切な規模で経済的に行っていく必要があります。 
 具体的には,1990 年代後半から加圧水型軽水炉(PWR)と沸騰水型軽水炉(BWR)それぞれ
少数基において利用を開始し,2000 年頃に 10 基程度,その後,2010 年までには十数基程度の
規模にまで計画的かつ弾力的に拡大することが適当です。 
(ロ)新型転換炉による利用 
 新型転換炉は,プルトニウム,回収ウラン等を柔軟かつ効率的に利用できるという特長を持
つ原子炉として自主開発を進めてきており,新型転換炉による核燃料リサイクルを継続する
ことにより MOX 燃料の利用について国内外の理解と信頼を深めることは,将来の高速増殖
炉による本格的なリサイクルを実現する上で重要です。原型炉「ふげん」については,核燃料
リサイクル上の柔軟性を活かした技術の実証や新型転換炉の基盤技術の高度化を目指し,実
証炉開発にも有効に活用するため運転を継続します。実証炉(電気出力約 60 万 kW)につい
ては電源開発(株)が,青森県大間町に 2000 年代初頭の運転開始を目標に建設計画を進めて
いきます。その後の計画については,実証炉の建設の状況,実用化に向けての経済性の見通し,
核燃料リサイクル体系全体の開発状況等を踏まえつつ対処するものとし,適切な時期に具体
的に検討していく必要があります。 
②使用済燃料再処理 
 使用済燃料の年間発生量は,2000 年,2010 年,2030 年において,それぞれ 800～1000 ト
ン,1000～1500 トン,1500～2300 トンと予想されますが,我が国は,使用済燃料は再処理し,回
収したプルトニウムやウランを利用することを基本としており,核燃料リサイクルの自主性
を確実なものとするなどの観点から,再処理を国内で行うことを原則とします。なお,海外再
処理委託については,国内外の諸情勢を総合的に勘案しつつ,慎重に対処することとします。 
 東海再処理工場は,安定運転を進め,六ケ所再処理工場の操業開始まで再処理需要の一部
を賄うとともに,同工場の操業開始以降は,軽水炉 MOX 使用済燃料,新型転換炉使用済燃料,
高速増殖炉使用済燃料等の再処理のための技術開発の場として活用していきます。 
 現在建設中の六ケ所再処理工場(年間処理能力 800 トン)については,2000 年過ぎの操業開
始を目指すこととし,その順調な建設,運転により商業規模での再処理技術の着実な定着を
図っていきます。 
 民間第二再処理工場は,核燃料リサイクルの本格化時代において所要の核燃料の供給を担
うものとして重要な意義を持っています。同工場は,六ケ所再処理工場の建設・運転経験や国



内の今後の技術開発の成果を踏まえて設計・建設することを基本とし,軽水炉 MOX 燃料等
も再処理が可能なものとするとともに優れた経済性を目指すこととします。その建設計画に
ついては,プルトニウムの需給動向,高速増殖炉の実用化の見通し,高速増殖炉使用済燃料再
処理技術を含む今後の技術開発の進展等を総合的に勘案する必要があり,六ケ所再処理工場
の計画等を考慮して,2010 年頃に再処理能力,利用技術などについて方針を決定することと
します。 
 研究用原子炉等の使用済燃料については,再処理又は長期保管することとし,その具体的
方策について関係機関で検討を進めていきます。 
③使用済燃料の貯蔵・管理 
 使用済燃料は,プルトニウムや未燃焼のウランを含む準国産の有用なエネルギー資源の一
つと位置付けられることから,国内の再処理能力を上回るものについては,エネルギー資源
の備蓄として,再処理するまでの間,適切に貯蔵・管理することとします。これらは,当面は発
電所内で従来からの方法で貯蔵することを原則としますが,貯蔵の見通しを勘案して将来的
な貯蔵の方法等についても検討を進めます。 
 また,今後,軽水炉による MOX 燃料等の利用に伴って発生する使用済燃料についても,再
処理するまでの間,発電所内で適切に貯蔵・管理します。 
④MOX 燃料加工 
(イ)軽水炉用 MOX 燃料加工 
 海外再処理により回収されるプルトニウムについては,基本的には欧州において MOX 燃
料に加工し,1990 年代後半から開始される我が国の軽水炉による MOX 燃料利用に使用する
ことが適当であり,電気事業者は,この計画を実施するための検討,準備を進めることとしま
す。その際,我が国と原子力協力協定を締結していない国が関係する場合には,国は,平和利用
担保のために必要な措置を講じます。 
 また,軽水炉による MOX 燃料利用計画と六ケ所再処理工場の操業を踏まえると,2000 年
過ぎには年間 100 トン弱程度の規模の国内 MOX 燃料加工の事業化を図ることが必要です。
このため,電気事業者が中心となって加工事業主体を早急に確定するとともに,動力炉・核燃
料開発事業団からの円滑な技術移転を図るため,動力炉・核燃料開発事業団の MOX 燃料加
工施設の活用について,動力炉・核燃料開発事業団と民間関係者の間で早急に結論を得るこ
とが重要です。なお,国は民間事業化のために必要な支援方策について検討します。 
(ロ)新型転換炉用 MOX 燃料加工 
 原型炉「ふげん」用 MOX 燃料加工については,動力炉・核燃料開発事業団において,MOX
燃料加工施設の所要の設備整備を進めます。 
 また,実証炉用 MOX 燃料については,新型転換炉用 MOX 燃料加工技術の実証を含め,同施
設において燃料を加工できるよう,実証炉建設計画の進捗状況等も勘案しつつ,追加的な設
備整備等について関係者で検討していくこととします。 
⑤MOX 燃料等の返還輸送 



 1992 年度に実施された「あかつき丸」によるプルトニウム返還輸送は,輸送が日米原子力
協定等の規定等に従って,確実かつ安全に実施できることを実証しました。今後の MOX 燃
料等の返還輸送については,電気事業者等関係者において実施体制を検討していくこととし
ます。また,返還輸送については,国際的な理解と協力を得ていく必要があり,輸送の安全性,
必要性等に係る情報提供や広報活動を適切に実施していくこととします。 
 
（２）将来の核燃料リサイクル体系の確立に向けた技術の開発 
①高速増殖炉技術の開発 
(イ)高速増殖炉開発の長期的な進め方 
 高速増殖炉は,発電しながら消費した以上の核燃料を生成することができる原子炉であり,
軽水炉などに比べてウラン資源の利用効率を飛躍的に高めることができることから,将来的
に核燃料リサイクル体系の中核として位置付けられるものです。エネルギー資源に乏しい我
が国としては,高速増殖炉を相当期間にわたる軽水炉との併用期間を経て将来の原子力発電
の主流にしていくべきものとして,その開発を計画的かつ着実に進めていくこととします。
高速増殖炉は核燃料をリサイクルしてはじめてその真価が発揮されるものであり,再処
理,MOX 燃料加工等の燃料サイクル技術と整合性のとれた開発を進め,総合的な核燃料リサ
イクル技術体系の確立を目指していきます。 
 また,軽水炉と経済性において競合し得る高速増殖炉の開発を目標に置き,そこに至る具
体的な過程に柔軟性を持たせつつできるだけ明確にし,それぞれの段階における開発目標を
段階的に達成していくこととします。 
 高速増殖炉の開発は,国を中心とした原型炉「もんじゅ」までの開発成果に基づいて電気
事業者がこれに続く実証炉を建設し,発電プラント技術の習熟,性能の向上,経済性の確立を
図っていく段階に入りつつありますが,今後は電気事業者が進める実証炉の開発と国を中心
とした高速増殖炉固有の技術の研究開発を両輪として官民連携の下,開発を進め,安全性,信
頼性はもとより,経済性のさらなる向上を図っていくこととします。 
 動力炉・核燃料開発事業団は,高速増殖炉の実用化までを見通し,長期的に継続して主体的
な研究開発を実施し,高速増殖炉固有の技術体系を確立していくこととし,技術開発の中核
的役割を果たしていくものとします。 
 今後,実用化までに建設される 2 基の実証炉において革新的技術,大出力化に必要な技術な
どを実証することにより軽水炉並みの建設費を達成していくこととします。また,革新的技
術の開発状況はもとより,円滑な技術の継承等も勘案しつつ,適切な間隔で実証炉 1 号炉,こ
れに続く実証炉 2 号炉の建設を進め,燃料サイクル技術の開発と整合性をとりつつ 2030 年
頃までには実用化が可能となるよう高速増殖炉の技術体系の確立を目指していきます。 
 なお,高速増殖炉の開発過程における核燃料の増殖については,その性能の確認は行いま
すが,プルトニウムの需給動向,国際情勢等の観点から弾力的に考えていくこととします。 
 また,高速増殖炉の開発に当たっては,その成果が国際公共財的な役割を発揮できるよう国



際的に協調して進めることが透明性の向上のためにも重要であり,欧米諸国の研究者の参画
を求めつつ,開かれた体制の下,「常陽」,「もんじゅ」等の積極的活用を図っていきます。 
(ロ)実証炉 1 号炉を中心とする当面の開発の進め方 
 高速実験炉「常陽」については,照射性能を向上させ,引き続き高速増殖炉の実用化のため
の燃料・材料開発用照射炉として活用していきます。 
 原型炉「もんじゅ」については,性能試験を着実に進め,1995 年末の本格運転を目指します
が,その後も高速増殖炉技術を確立するための試験データを取得するとともに原型炉として
の運転実績を積み重ね,その安全性,信頼性等を実証していきます。さらに,炉心性能等の向上
を図り,得られる成果を実証炉以降の高速増殖炉開発に反映していきます。 
 実証炉 1 号炉は,電気出力約 66 万 kW とし,ループ型炉の技術を発展させたトップエント
リ方式ループ型炉を採用するとともに,経済性を向上し実用化を展望できる新たな革新的技
術を積極的に取り入れることとします。同炉は,これらの開発の見通しや原型炉「もんじゅ」
の運転実績の反映等を考慮して,2000 年代初頭に着工することを目標に計画を進めること
とし,電気事業者は,必要な技術開発を進めるとともに,その着工に向けての所要の準備を進
めるものとします。 
②再処理技術及び燃料加工技術の開発 
(イ)使用済燃料の再処理技術 
 高速増殖炉の使用済燃料は,プルトニウムの含有量が多いこと,軽水炉等に比べ燃焼度が高
くなることなどから,これらに対応した再処理技術を確立することが必要であり,今後とも
動力炉・核燃料開発事業団を中心に実用化に向けて研究開発を進めていくこととします。 
 動力炉・核燃料開発事業団は,再処理のプロセス・エンジニアリングの確立を図るため,工
学規模のリサイクル機器試験施設(RETF)を 2000 年過ぎの運転開始を目標に建設し,この
RETF 等を活用して必要な研究開発を行い,2000 年代の早い時期に現行の湿式法に基づく再
処理技術の確立を目指すこととします。 
 さらに RETF と将来の実用プラントをつなぐ試験プラントについては,今後得られる新た
な技術や先進的核燃料リサイクル技術の研究開発の成果も踏まえることとし,2010 年代半
ば頃の運転開始を目標に,その建設計画を具体化していきます。 
(ロ)MOX 燃料加工技術 
 実証炉 1 号炉用 MOX 燃料の加工については,動力炉・核燃料開発事業団の燃料加工施設
を有効に活用することとし,必要な施設等の整備を図っていきます。また,原型炉「もんじゅ」
用の次世代高性能燃料と実証炉 1 号炉用の初装荷燃料の加工を通じて,高速増殖炉用燃料加
工技術の高度化,経済性の向上を図り,実用化への見通しを得ていくこととします。 
③先進的核燃料リサイクル技術の研究開発 
 原子力開発利用に当たっては,安全性,信頼性,経済性等の向上のみならず環境への負荷の
低減,核不拡散性への配慮など将来の社会の多様なニーズに対応できる技術の可能性を追求
し,技術の選択の幅を広げていくことが重要です。 



 このため,我が国が実用化を目指している現行のリサイクルシステムの他に高速増殖炉技
術をベースにした新たなリサイクルシステムとして,窒化物燃料,金属燃料等の新型燃料によ
るリサイクルやアクチニドのリサイクルを行う先進的な核燃料リサイクル技術について長
期的な研究開発に取り組んでいきます。 
 これらの技術は未だ初期的な研究段階にあることから,今後長期にわたりその可能性を追
求するための研究開発が必要であり,当面は,動力炉・核燃料開発事業団,日本原子力研究所等
において必要な試験施設・設備の整備を進めるとともに,試験炉の必要性についても検討し
ていきます。 
 なお,今後の具体的展開については,原子力委員会の核燃料リサイクル専門部会において
早急に検討を進めることとします。 
 
（３）核燃料リサイクル計画の透明性の向上 
 我が国は,核燃料リサイクルを推進するに当たって,余剰のプルトニウムを持たないとの原
則の下,プルトニウム利用計画を具体的に明らかにし,その透明性を高めていくこととしてい
ます。 
 我が国の今後のプルトニウム需給見通しについては,計画の進捗状況によって変わり得る
ものですが,現時点での各々の計画の見通しに沿って試算をすれば次のとおりになります。
なお,プルトニウム量は核分裂性プルトニウム量です。 
 ＜国内再処理によって回収されるプルトニウム＞ 
 我が国の国内再処理によって回収されるプルトニウムの需給見通しに関しては,六ケ所再
処理工場が操業を開始する以前について,動力炉・核燃料開発事業団が所有する高速増殖原
型炉「もんじゅ」等の研究開発用に約 0.6 トン/年の需要に対し,東海再処理工場で回収され
るプルトニウム量は約 0.4 トン/年で,単年毎に見れば,国内的には需要が供給を上回る状態
が続くことになります。なお,1990 年代末までの累積需給については,東海再処理工場からの
プルトニウムと既に海外から返還されているプルトニウムを合わせた約 4 トンが,高速増殖
原型炉「もんじゅ」等の研究開発用に使用されます。 
 六ケ所再処理工場が本格的に操業される 2000 年代後半の段階においては,動力炉・核燃
料開発事業団が所有する高速増殖原型炉「もんじゅ」等の研究開発用などの約 0.8 トン/年
の需要に,高速増殖実証炉の約 0.7 トン/年,新型転換実証炉の約 0.5 トン/年及び軽水炉によ
る MOX 燃料利用の約 3 トン/年が加わり,合計で約 5 トン/年の需要となり,供給は六ケ所再
処理工場からの約 4.8 トン/年及び研究開発を中心とする東海再処理工場からの約 0.2 トン
/年の合計約 5 トン/年となります。なお,2000 年から 2010 年の間に国内で回収されるプル
トニウムは,六ケ所再処理工場と東海再処理工場をあわせて約 35～45 トンとなり,これは,高
速増殖炉,新型転換炉等の研究開発用に約 15～20 トン及び軽水炉 MOX 燃料用に約 20～25
トンが使用されます。 
 ＜海外再処理によって回収されるプルトニウム＞ 



 我が国の電気事業者と英仏の再処理事業者の再処理契約によって,2010 年頃までにはプル
トニウムが順次回収されるとともに,我が国の核燃料リサイクル計画に沿って,その全量が順
次返還され使用されます。既契約の使用済燃料から推算すると,回収されるプルトニウムは
累積量で約 30 トンと見込まれますが,これらは,基本的には,海外において軽水炉 MOX 燃料
に加工された後,我が国に返還輸送して軽水炉で利用されることとなります。なお,六ケ所再
処理工場が本格的に運転を開始する以前において,高速増殖炉,新型転換炉等の研究開発用
の国内のプルトニウムが若干不足することが予想されます。この場合には,海外再処理によ
って回収されるプルトニウムのうち,数トン程度は研究開発用に用いられることとなります。 
 実際の核燃料リサイクル計画を円滑に進めるに当たっては適切なランニングストックは
必要ですが,以上のように,我が国の今後の核燃料リサイクル計画に基づくプルトニウムの需
給はバランスしており,余剰のプルトニウムは持たないとの原則に沿ったものとなっていま
す。 
 我が国としては,今後ともこの原則を厳守していることを内外に示していきます。 
 
７．バックエンド対策 
（１）放射性廃棄物の処理処分 
①放射性廃棄物処理処分に係る基本的考え方 
 放射性廃棄物は,放射能レベルの高低,含まれる放射性物質の種類等により多種多様です。
このため,この多様性を十分踏まえた適切な区分管理と,区分に応じた合理的な処理処分を
行うとともに,資源の有効利用の観点から再利用についての検討も進めることとし,これら
に必要な研究開発を着実に進めるほか,規制除外・規制免除についても国際動向を踏まえ適
切に対処することとします。また,低レベル放射性廃棄物も含め放射性廃棄物の海洋投棄に
ついては,社会的,政治的な情勢等を勘案してこれを行わないこととします。なお,将来,これら
の情勢が大きく変化した場合は再検討も考慮することとします。 
 事業活動等に伴って生じた放射性廃棄物の処理処分の責任については,各事業者等が自ら
の責任において処理処分することを基本とし,処分の責任を有する者は,その具体的実施計
画を整備し,処分費用を負担するなど,処分を適切かつ確実に行う責務を果たすこととします。
国は,処分方策を総合的に策定し,また,処分の安全性の確認を行うとともに,処分の責任を長
期的に担保するために必要な法制度等を整備するなど,最終的に安全が確保されるよう,所
要の措置を講ずる責任があります。 
②発電所廃棄物の処理処分 
 原子力発電所等において発生する低レベル放射性廃棄物(発電所廃棄物)については,電気
事業者等原子炉設置者に,直接の廃棄物発生者として当該廃棄物の処分を適切かつ確実に行
う責任があります。当該廃棄物のうち,放射能レベルの比較的低いものについては浅地中処
分を進め,放射能レベルの比較的高いものについては,その発生の実態,関連する研究開発の
進展状況等を考慮しながら,合理的な処理処分が安全に行われるよう引き続き検討を進めて



いくこととします。 
③サイクル廃棄物の処理処分 
 再処理施設や燃料加工施設などの核燃料サイクル関連施設から発生する放射性廃棄物(以
下「サイクル廃棄物」といいます。)は,再処理施設において使用済燃料から分離される高レ
ベル放射性廃棄物,再処理施設や MOX 燃料加工施設から発生する超ウラン(TRU)核種を含
む放射性廃棄物,ウラン燃料加工施設やウラン濃縮施設から発生するウラン廃棄物に大別さ
れます。 
(イ)高レベル放射性廃棄物の処理処分 
 高レベル放射性廃棄物は,安定な形態に固化した後,30 年間から 50 年間程度冷却のための
貯蔵を行い,その後,地下の深い地層中に処分すること(以下「地層処分」といいます。)を基
本的な方針とします。高レベル放射性廃棄物の処分方策を進めていくに当たっては,国は,処
分が適切かつ確実に行われることに対して責任を負うとともに,処分の円滑な推進のために
必要な施策を策定します。また,動力炉・核燃料開発事業団は,当面,研究開発や地質環境調査
の着実な推進を図ります。電気事業者は,処分に必要な資金の確保のみならず,研究開発の段
階においても,高レベル放射性廃棄物の発生に密接に関連する者としての責任を十分踏まえ
た役割を果たすこととします。 
 処分事業の実施主体については,処分場の建設スケジュールを考慮し,2000 年を目安にそ
の設立を図っていくことが適当であり,高レベル放射性廃棄物対策推進協議会(国,電気事業
者及び動力炉・核燃料開発事業団により構成される)の下に設けられた高レベル事業推進準
備会において,実施主体の在り方についての検討やその設立に向けた準備を進めていきます。 
 地層処分については概ね以下の手順で進めることとします。 
1) 実施主体は,地層処分の候補地として適切と思われる地点について予備的に調査を行い,
処分予定地を選定し,国は,立地の円滑化を図る観点から必要な措置を講ずるため,その選定
の結果を確認します。ただし,その地点を処分予定地とするに当たって,実施主体は地元にそ
の趣旨を十分に説明し,その了承を得ておくものとします。 
2) 次に実施主体は,実際の処分地としての適性を判断するため,処分予定地において地下施
設による所要のサイト特性調査と処分技術の実証を行います。 
3) 実施主体は処分地として適当と判断すれば,処分場の設計を行い,処分に係る事業の申請
を行いますが,国は,処分に係る事業を許可するに当たり,必要な法制度等の整備を図るとと
もに安全審査を行います。 
 処分場の建設・操業の計画は,処分場建設に至るまでに要する期間や再処理計画の進展な
どの今後の原子力開発利用の状況等を総合的に判断して,2030 年代から遅くとも 2040 年代
半ばまでの操業開始を目途とします。 
 処分に必要な資金の確保については,処分費用の範囲,処分費用の概算,資金確保の方法な
どの具体的検討を進め,早急に合理的な費用の見積りを行うこととします。 
 地層処分の研究開発は,国の重要プロジェクトとして,動力炉・核燃料開発事業団を中核推



進機関として関係機関が協力して進めていくこととします。研究開発は,当面,対象とすべき
地質環境を幅広く想定し,地層処分を行うシステムの性能評価研究,処分技術の研究開発,地
質環境条件の調査研究等の各分野において引き続き進めるほか,地層処分研究開発の基盤と
なる深部地質環境の科学的研究を着実に進めることとします。 
 深地層の研究施設は,深地層の環境条件として考慮されるべき特性等の正確な把握や地層
処分を行うシステムの性能を評価するモデルの信頼性向上等地層処分研究に共通の研究基
盤となる施設であり,我が国における深地層についての学術的研究にも寄与できる総合的な
研究の場として整備していくことが重要です。また,このような施設は,我が国の地質の特性
等を考慮して複数の設置が望まれます。さらに深地層の研究施設の計画は,研究開発の成果,
特に深部地質環境の科学的研究の成果を基盤として進めることが重要であり,その計画は処
分場の計画とは明確に区別して進めていきます。 
 動力炉・核燃料開発事業団が北海道幌延町で計画している貯蔵工学センターについては,
地元及び北海道の理解と協力を得てその推進を図っていきます。 
 研究開発においては,国民の理解を得ていくためにもその進捗状況や成果を適切な時期に
取りまとめ,研究開発の到達度を明確にしていくこととします。このため,動力炉・核燃料開
発事業団は,2000 年前までに予定している研究開発の成果の取りまとめを行い,これを公表
するとともに,国はその報告を受け,我が国における地層処分の技術的信頼性等を評価します。 
 なお,高レベル放射性廃棄物の資源化と処分に伴う環境への負荷の低減の観点から将来の
技術として注目されている核種分離・消滅処理技術に係る研究開発については,当面,日本原
子力研究所,動力炉・核燃料開発事業団等が協力して基礎的な研究開発を計画的に推進する
こととし,1990 年代後半を目途に各技術を評価し,それ以降の進め方について検討していく
こととします。 
(ロ)TRU 核種を含む廃棄物の処理処分 
 TRU 核種を含む放射性廃棄物については,廃棄物を直接的に発生する再処理事業者や
MOX 燃料加工事業者と,その発生に密接に関連する原子力発電を行う電気事業者が,当該廃
棄物の帰属や処分に関する責任を当事者間において明確にします。その結果を踏まえ,処分
の責任を有する者は,実施スケジュール,実施体制,資金の確保等について検討を進めること
とします。また,その処分については,約 1 ギガベクレル/トンの値を廃棄物に含まれる全ア
ルファ核種の一応の区分目安値(以下「区分目安値」といいます。)として設定し,これより全
アルファ核種の放射能濃度が低いものと高いものに区分します。アルファ核種の放射能濃度
が区分目安値よりも低く,かつベータ・ガンマ核種の放射能濃度も比較的低いものについて
は,浅地中処分が可能と考えられるため,その具体化を図ることとします。アルファ核種の放
射能濃度が区分目安値よりも高く,浅地中処分以外の地下埋設処分が適切と考えられるもの
については,高レベル放射性廃棄物処分方策との整合性を図りつつ,民間再処理事業等が本
格化する時期を考慮し,1990 年代末を目途に具体的な処分概念の見通しが得,られるよう技
術的検討を進めることとします。処分の責任を有する者は,その検討結果等を総合的に勘案



し,処分方策の具体化を検討することとします。 
 動力炉・核燃料開発事業団は,日本原子力研究所の協力を得て,処分技術の研究開発を進め
ることとします。また,電気事業者等は TRU 核種を含む放射性廃棄物の発生に関する自らの
責任を十分踏まえた役割を果たすことが必要です。 
(ハ)ウラン廃棄物の処理処分 
 ウラン廃棄物については,廃棄物を直接的に発生するウラン転換・成型加工事業者や濃縮
事業者と,その発生に密接に関連する原子力発電を行う電気事業者が,当該廃棄物の帰属や
処分に関する責任を当事者間において明確にします。その結果を踏まえ,処分の責任を有す
る者は,実施スケジュール,実施体制,資金確保等について検討を進めることとします。ウラン
濃度が比較的低い大部分の廃棄物については,段階管理(放射能の減衰に応じて,保安のため
の措置を段階的に変更する管理方法)を伴わない簡易な方法による浅地中処分を行うことが
可能と考えられ,今後,具体的な方法の検討を行った上で,基準の整備等を図っていくことと
します。 
④Rl 廃棄物及び研究所等廃棄物の処理処分 
 放射性同位元素等の使用施設等から発生する放射性廃棄物(RI 廃棄物)の処分については,
日本原子力研究所と廃棄業者として RI 使用者等から RI 廃棄物を譲渡され自ら保管廃棄し
ている(社)日本アイソトープ協会等の主要な責任主体が協力して,実施スケジュール,実施体
制,資金確保等について,早急に検討を始めることとします。国は,海洋投棄に替えて地中埋設
を実施に移すための基本方針を策定し,「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関す
る法律」等関係法令の改正など,制度面での整備を行うなど,処分が適切かつ確実に実施され
るよう措置することとします。 
 処分については,比較的半減期の短いベータ・ガンマ核種が主要核種である廃棄物のうち,
放射能レベルの比較的低いものは浅地中処分又は簡易な方法による浅地中処分を行うもの
とします。さらに,半減期が極めて短い核種のみを含むものについては,段階管理を伴わない
簡易な方法による浅地中処分を行うこととします。今後,これらの具体的な方法を検討した
上で,基準の整備等を図っていくこととします。アルファ核種のような長半減期核種が主要
核種であるものについては,TRU 核種を含む廃棄物及びウラン廃棄物を参考に処分を検討
することとします。 
 研究所等廃棄物は,直接の廃棄物発生者である日本原子力研究所,動力炉・核燃料開発事業
団等の主要な機関が協力して,実施スケジュール,実施体制,資金の確保等について,早急に検
討を進めることとします。 
⑤返還廃棄物への対応 
 海外再処理に伴い返還される予定の高レベル放射性廃棄物や低レベル放射性廃棄物は,円
滑に返還が行われるよう,電気事業者が中心となって所要の措置を講ずることとします。こ
れらの返還廃棄物は,管理施設において適切な期間貯蔵した後,処分地として適当な場所に
処分しますが,いずれも国内において発生する同様な廃棄物に対する処分方策との整合性を



図りつつ,処分のための諸準備を進めていくこととします。 
 また,返還廃棄物の国際輸送については国際的な理解と協力を得ていく必要があり,輸送
の安全性等に係る情報の提供や広報活動を適切に実施していくこととします。 
 
（２）原子力施設の廃止措置 
 原子力施設の廃止措置は,原子力施設設置者の責任の下,安全確保を大前提として,地域社
会との協調を図りつつ進めることが重要であり,このために必要な技術開発を進めていきま
す。商業用発電炉の廃止措置については,原子炉の運転終了後できるだけ早い時期に解体撤
去することを原則とし,解体撤去後の敷地利用については,地域社会との協調を図りつつ,原
子力発電所用地として,引き続き有効に利用することとします。 
 解体技術開発等については,日本原子力研究所の動力試験炉及び再処理特別研究棟を対象
として,実際の商業用発電炉等の廃止措置において活用し得る解体技術等の開発や実地試験
を継続して行います。また,国は,商業用発電炉の解体撤去に必要な既存技術の確証試験を引
き続き実施します。 
 原子力施設の廃止措置により発生する放射性廃棄物の処理処分については,原子力施設設
置者に,直接の廃棄物発生者として実施計画を整備し処分費用を負担するなど,処理処分を
適切かつ確実に行う責任があります。 
 
８．原子力科学技術の多様な展開と基礎的な研究の強化 
（１）基礎研究と基盤技術開発 
①基礎研究 
 原子力技術はなお多くの可能性を秘めており,原理・現象に立ち返った研究は,現在の技術
の改良をもたらすのみならず,未知の新技術を生み出し,現在の原子力技術を大きく変えてい
くものと期待されます。その夢に挑戦し,新たな可能性の探索・実現を図っていくためには,
基礎研究の充実強化が不可欠です。その際,原子力分野における基礎研究の成果は,原子力分
野のみならず他の科学技術分野に影響を与え,科学技術全体の進歩に大きく貢献することに
留意し,異分野交流,幅のある目標設定等を行い,基礎研究の柔軟な推進を図っていきます。 
 また,基礎研究は,基本的には研究者個人の自由な発想を尊重しつつ幅広い分野において
進められるべきものですが,今後重点的に推進されるべき研究分野としては,例えば,原子核・
原子科学に関する研究,TRU や未知の超重元素に関する研究,各種ビームの発生と利用に関
する研究を挙げることができます。また,このほか,物理・化学分野,医学・ライフサイエンス
分野,環境科学分野,燃料・材料その他の工学的分野等,原子力を支える科学技術について基礎
研究を進めます。 
②基盤技術開発 
 我が国は,原子力技術の先進国として,既存の原子力技術にブレークスルーを引き起こし,
基礎研究とプロジェクト開発とを結びつける基盤技術開発に積極的に取り組む必要があり



ます。とりわけ,原子力技術に対するニーズの一層の多様化や高度化に対応するとともに,技
術シーズの探索,体系的な研究開発の積み重ね等により,将来の新しい原子力技術体系を意
識的に構築していくため,大きな技術革新を引き起こし,ひいては科学技術全般への波及効
果が期待される原子力のフロンティア領域を重視していきます。このような基盤技術開発の
当面の対象として,放射線生物影響分野,ビーム利用分野,原子力用材料技術分野,ソフト系科
学技術分野及び計算科学技術分野について重点的に研究開発を行うべき領域を設定し,放射
光施設やスーパーコンピュータ等の先端的な研究設備・機器を用いつつ,広範な科学技術分
野のポテンシャルを結集して研究開発を進めていきます。 
 なお,ソフト系科学技術においては,原子力技術と人間社会との関係の重要性を踏まえ,社
会科学や人文科学の知見の蓄積を含め幅広い調査研究に取り組んでいきます。 
 
（２）原子力エネルギーの生産と原子力利用分野の拡大に関する研究開発 
 原子力によるエネルギーの効果的な生産・利用を進める革新的な技術の研究開発ついて
は,安全確保はもちろんのこと,安全性の向上,エネルギー生産,燃料生産,放射性廃棄物の消滅
に配慮するとともに,環境負荷の低減,核不拡散への対応,経済性等の現実的に対応すべき諸
点を加えた総合的な観点から,これに取り組んでいきます。また,原子力研究の高度化を含め,
利用分野の拡大についても積極的に取り組んでいきます。 
①新しい概念の原子力システムに関する研究開発 
 受動的安全性を高めた原子炉は,静的手段の積極的採用により,システムの簡素化,信頼性,
安全仕,経済性の向上等の可能性を有しており,特に中小型の受動的安全炉については,大容
量の電力や動力源を必要としない地域において利用される可能性も期待されることから,そ
の研究開発を進めていきます。 
 また,プルトニウムをほぼ完全に燃焼させてそのまま廃棄物とすることを目指す軽水炉や
エネルギーを取り出しながら実質的なプルトニウムの炉内貯蔵を目指す軽水炉等の可能性
について基礎的研究を進めます。さらに,優れた経済性や安全性を持つ高速増殖炉の開発を
目指して,種々の新型燃料や冷却材の可能性について基礎的研究を進めます。 
 これら新しい概念の原子炉の実現に当たって必要となる炉工学技術や設計研究を総合的,
効率的に行うための知的情報処理技術を活用した設計・実験システムの研究開発を進めます。 
 再処理技術に関しては,アクチニドの回収に関する研究,湿式法における新しい抽出剤の
研究,高温化学法などの新しい技術に関する研究等を進めます。また,新しい再処理法に適し
た燃料の研究や原子炉と燃料サイクル施設の一体化を含めた総合的なシステムに関する検
討を進めます。 
 核種分離・消滅処理については,湿式・乾式の核種分離に関する研究や原子炉,大強度陽子
加速器等を用いて長寿命核種を短寿命化・非放射化する消滅処理法の研究を進めます。また,
このために必要となる TRU の核データ等の整備,充実を図ります。 
②高温工学試験研究 



 高温工学試験研究については,高温の熱を発生することによって多様な利用の可能性が期
待されるため,高温ガス炉技術の基盤の確立,高度化及び高温工学に関する先端的基礎研究
を進めます。そのための中核的施設として建設中の高温工学試験研究炉(HTTR)について
は,1998 年頃の臨界を目指した建設を着実に進めるとともに,HTTR を活用した研究開発の
計画的な進展を図ることが重要です。 
③原子力船研究開発 
 原子力は将来の船舶の動力源として有力な選択肢となる可能性があり,原子力船研究開発
については,日本原子力研究所において,原子力船「むつ」の解役工事を安全かつ確実に進め
るとともに,「むつ」によって得られた成果等を内外の新たな知見と合わせて蓄積・整備し
つつ,舶用炉の改良研究を推進します。また,船舶技術研究所においても基礎研究を引き続き
実施することとします。 
 
（３）放射線に関する研究開発 
①放射線利用に関する研究開発 
 放射線利用に関する研究開発については,医療分野等における RI 利用技術,加速器を用い
たビーム発生・利用技術及び研究用原子炉を用いた中性子照射・利用技術に関する研究開発
を進めていきます。特に,加速器を用いた新しいビームは,原子核・素粒子研究,物質科学等の
基礎研究,工業,農業,医療,環境保全等幅広い分野の研究開発にとって重要です。このため,次
世代の大型放射光施設(SPring-8)の整備を引き続き推進し,その利用を図るとともに,イオン
ビームを用いたがんの照射治療,材料開発等に関する研究開発,大強度の陽子ビーム・陽電子
ビーム,大強度かつ多種類の RI ビーム等の発生施設の整備を目指した技術開発を進めます。
また,研究用原子炉については,冷中性子による先端的研究等に対応するための高性能新型
研究用原子炉の技術検討を進めます。 
②放射線の生物・環境影響に関する研究開発 
 一般公衆の生活環境に係るすべての放射線源について,そのレベル,特性及び挙動に関す
る研究に取り組んでいきます。すなわち,日本の風土と日本人の特性に配慮した被ばく線量
の総合的評価に関する研究等を進めます。なお,基盤技術開発として,人体に対する低線量放
射線の影響を明らかにするための研究開発に総合的に取り組んでいきます。さらに,宇宙環
境等への人類の活動領域の拡大に対応した各種放射線の生物影響に関する研究を進めます。 
③放射線利用技術の普及・拡大 
 農林水産分野における品種改良,害虫防除,食品照射,医療分野における陽電子断層撮影な
どの高度診断,がんの放射線治療,工業分野における計測・検査,医療器具の滅菌,材料の品質
改良等の既に実用化段階に達している放射線利用技術の一層の普及促進を図っていくとと
もに放射線利用分野の国際協力を積極的に進めていきます。また,放射線による排煙・排水
処理,放射線を用いた汚染物質の分離機能を持つ材料の創製,放射性物質を利用した環境中
での物質挙動の解明等地球環境保全を図るための技術の実用化に向けた研究開発を進めま



す。 
 
（４）核融合研究開発 
 核融合は,必要な燃料資源等が地球上に広く豊富に存在すること,原理的に高い安全性を
持つことなど優れた特長があり,実用化された場合には,21 世紀の世界のエネルギー問題の
解決に大きく貢献することができるものと期待されています。 
 これまで,トカマク型の臨界プラズマ試験装置(JT-60)による研究開発を通じて炉心プラ
ズマ技術,炉工学技術等について著しい進展が見られています。今後は,自己点火条件の達成,
長時間燃焼の実現,原型炉の開発に必要な炉工学技術の基礎を形成することを主要な目標に
研究開発を進めていきます。 
 このための実験炉の開発は,我が国の核融合開発にとって不可欠なものであり,JT-60 に続
いてトカマク型の実験炉の開発を進めます。現在,そのような実験炉の開発を目指して国際
熱核融合実験炉(ITER)計画の工学設計活動が行われており,これに主体的に参加します。ま
た,実験炉による研究開発だけでは十分解明できない課題を解明するための補完的な研究開
発,新技術に関する先進的な研究開発,核融合炉の主要構成機器の大型化・高性能化を図る炉
工学技術の研究開発,核融合炉の安全性に関する研究開発等を進めます。 
 今後,研究開発規模の拡大に伴って,研究開発のリスク,所要の資金及び人材が増大するこ
とから,これらの低減や研究開発の効率化を図るとともに,原子力技術先進国である我が国
として積極的に国際貢献していくため,ITER 計画を含め,主体的な国際協力を幅広く推進し
ていきます。さらに,核融合材料の開発に必要な高エネルギー中性子照射施設の設計につい
ても国際協力を進めていきます。 
 ITER に係る研究開発については,日本原子力研究所が中心となり,ITER 以外の研究開発
については,日本原子力研究所,大学,国立試験研究機関等が連携・協力しつつ進めていくこと
とします。特に,大学,国立試験研究機関等においてはヘリカル型など各種の磁場閉じ込め方
式,これらとは原理的に異なる慣性閉じ込め方式及び炉工学技術について,その基礎的な研
究開発を進め,併せて人材の養成に努めることが期待されます。なお,今後の研究開発におい
ては産業界の積極的参加が得られるよう配慮することが重要です。 
 以上のような総合的な核融合研究開発の実施に当たり,今後とも原子力委員会核融合会議
による国内の連絡・調整を踏まえて,国際協力を考慮しつつ,日本原子力研究所,大学,国立試
験研究機関等の間の整合性に留意し,相互の連携・協力により,研究開発を推進することとし
ます。 
 
９．国際協力の推進 
（１）国際協力の基本的考え方 
①政策対話の必要性 
 原子力開発利用をめぐる国際情勢から今後の展開を見通すと,核不拡散と平和利用の両立,



冷戦の終結に伴う新たな協力関係の構築,核兵器の削減に件う非核化への協力,NPT の延長
問題への取組など技術協力という観点からだけでは適切に対応できない課題や国際的に協
調して取り組むべき課題が山積しています。これらに適切に対応していくためには,従来に
も増して二国間,多国間の政策対話を進めることが重要です。このため,既存の定期的な協議
等の活発化を図るとともに,我が国による国際会合開催の積極的提唱,海外での会合への積
極的な参加等,あらゆる機会を通じて関心国の政策立案者やオピニオンリーダーとの意志疎
通を図っていきます。 
②積極的国際協力の必要性 
 我が国は技術開発に傾注する努力において,今や国際的に主要な地位を占めてきており,
従来以上に確固たる主体性を持って積極的に国際協力を進めていく必要があります。 
 核燃料リサイクルの意義については既に述べましたが,長期的な視点に立って,核燃料リサ
イクルに取り組むことは,将来,我が国が原子力分野の技術先進国として重要な役割を果た
していくという観点からも重要であり,持続的に技術開発を進めていきます。その際,先進諸
国の開発成果の有効活用の観点,社会的な理解促進の観点,機微技術の移転に慎重に対応す
る観点から,この分野において長年にわたり研究開発を進め相当な技術蓄積を有する先進諸
国と協調して進めることが重要です。このため,高速増殖原型炉「もんじゅ」等の核燃料リサ
イクル関連の大型研究開発施設を経験国との国際共同研究施設として活用すること,技術情
報の交換を活発にすること,技術を蓄積している先進諸国の研究者の参加を得て各国に蓄積
された知見を効果的に活用することなどに重点を置くこととします。また,核不拡散に取り
組む我が国の姿勢がより明確になるよう,アクチニドリサイクル技術も含め先進的リサイク
ル技術の研究開発に関する国際協力を積極的に進めていきます。 
 高レベル放射性廃棄物の処理処分等のバックエンド対策のように国際的なコンセンサス
形成に向け,各国に共通する技術課題の解決が必要な分野や,多額の資金,研究者,技術者の結
集が必要な核融合研究開発や放射線の高度利用のような先端分野においても,引き続き国際
的な取組を進めていきます。その際,国際協力をより積極的,効果的に進めるため,内外の優れ
た研究開発施設の活用を図っていきます。 
 さらに,原子力分野の基盤技術開発について,他分野への技術の波及効果を発揮し得る国
際協力を展開するとともに,これまで培ってきた原子力分野での幅広い技術開発,基礎研究の
成果についても,世界のエネルギー問題,地球環境問題の解決への貢献のため,世界に発信し
活用していく積極的姿勢をもって国際協力を進めていきます。 
 
（２）近隣アジア地域及び開発途上国との協力 
①近隣アジア地域との協力の重要性 
 近隣アジア地域は,今後,飛躍的な経済発展が予想される地域であり,この地域の発展は世
界の繁栄に大きく貢献していくものと考えられます。 
 我が国はこの地域と歴史的にも地理的にも密接な関係を持っており,原子力分野について



も我が国への期待は大きく,我が国としてはこれまでの技術的蓄積や経験を踏まえ,地域内
の共通課題に取り組むとともに,個別の要請にもきめ細かに対応していくことが必要です。 
②国情に応じた長期的継続的な協力及び基盤整備に係る協力 
 近隣アジア地域及び開発途上国との協力にあたっては,長期的な展望にたち制度・技術の
両面から継続的な取組が不可欠です。各国の政策立案者等との政策対話を行い,必要に応じ
てエネルギー政策全般にも検討の範囲を広げて共に検討し,各国の要請,実状を的確に把握
し,国情に応じた協力を実施する必要があります。このような協力を実施していくにあたり,
既存の二国間,多国間及び地域の協力の枠組みを効率的に組み合わせていくとともに,安全
確保,核不拡散,研究支援に係る制度的な協力体制を検討していくことが重要です。 
 また,各国が自立的に原子力分野での実績を積んでへ)くようになるためには,その国の技
術向上等に係る自助努力を支援し,中長期的に研究開発能力の向上を図ることが重要と考え
ます。このため,研究基盤や技術基盤の整備に関して重点的に取り組むこととし,研究用原子
炉利用,放射線利用等の基礎的な研究分野を中心に,既存の研究交流制度を拡充していきます。
一方,原子力は裾野の広い技術であることから基礎科学,産業技術等の向上や人材の養成等
が図られることが必要です。 
③原子力資機材等の供給への取組 
 近隣アジア地域及び開発途上国との国際協力の進展に伴い,従来からの人材交流・情報交
換を中心とした協力に加えて,今後は原子力資機材等の我が国からの供給が活発になると考
えられますが,我が国の原子力産業の現状,相手国の要請,他の供給国との連携・協力等を踏ま
え,我が国全体として総合的な取組の必要性について検討することが重要です。国は,民間協
力の進展に合わせた二国間原子力協力協定の締結等必要な環境整備を図ります。一方,民間
においては,原子力発電に係る経験,知見をもとに運転管理者等の養成・訓練等に貢献し,また,
計画策定,立地調査,原子力に対する理解の増進等の建設・運転等に至る準備的な活動等に対
して貢献していくことが期待されます。 
④安全確保と核不拡散への配慮 
 原子力開発利用に当たっては安全の確保が大前提であること,またある国の原子力施設の
事故等は他国の国民の不安を招く恐れがあり,各国の原子力開発利用に影響を与えかねない
ことなどから,近隣アジア地域や開発途上国との協力に当たっても各国に共通する問題とし
て安全の確保に重点を置いた協力が重要です。このため相手国の国情,規制体制の整備計画
に沿って,人材養成,規制関係情報の提供等を行い,また,安全確保に係る研究,技術基盤の整備
等の協力を進め,原子力安全文化の醸成を促していくこととします。原子力資機材等の供給
を伴う協力にあたっては,NPT 等国際的な核不拡散体制下の義務等を遵守していく必要があ
りますが,我が国が核不拡散の観点から十分な対応をとるとともに,人材交流を通じて経験
等を移転し被供給国における保障措置,核物質防護体制の整備・強化に対しても協力してい
き,相互に核不拡散に関する意識の向上を図る努力をしていくことが重要です。 
 



（３）国際機関への貢献 
 IAEA,0ECD/NEA 等の原子力に関する国際機関の活動に対しては,原子力平和利用に関す
る国際的な共通課題の解決,国際的なコンセンサスの形成,効率的な国際協力計画の推進等
の観点から,今後とも主体的に貢献していきます。また,冷戦終了後の新たな国際秩序が模索
される中で,国際機関が,安全の確保,原子力平和利用の推進及び核不拡散体制の強化の面で
最大限その機能を発揮できるよう我が国としても努力していきます。 
 このため,国際機関への派遣員数の増加,主要ポストへの計画的派遣に努めるとともに,我
が国に関連の深い重要テーマに関する活動に対して応分の資金拠出を行っていきます。 
 
（４）国内環境の整備 
 国際協力を効果的に実施して行くためには,国際情勢に即応して柔軟な対応を図ることが
必要です。このため,共通する方向性を関係機関が共有できるよう原子力委員会の主導の下,
関係機関の間の意志疎通・調整を十分に図り,連携を強化していきます。 
 また,国際協力の実施機関においては,研究交流を円滑に実施していくため,宿舎の整備,実
施にあたる組織の整備・強化を図ることが期待されます。さらに,研究開発施設を国際的に
開放していくことにより,開かれた研究開発体制を確立するため,組織,人材,運営の面で一層
の国際対応能力の充実を図ります。 
 
１０．原子力開発利用の推進基盤の強化 
（１）原子力人材 
①原子力に関係する人材問題への対応 
 若者の科学技術離れ,生産年齢人口の減少等の傾向の中で,原子力開発利用の安全確保の
一層の充実や関連する先端的技術開発の着実な推進を図っていくためには,その担い手とな
る優秀な人材の養成と確保にたゆまず努力することが不可欠です。 
 このため,原子力関係研究者,技術者等については,大学等を人材養成の中核機関として,原
子力発電所等の技術者,技能者については,民間が所要の措置を講じることにより,その養成
と確保を引き続き計画的に推進することが望まれます。 
 国においては,これらの活動の支援に努めるとともに,政府関係研究開発機関における人
材の養成と確保に加え,多様な研修活動を推進していきます。 
②人材の養成と確保 
 原子力に関係する人材の養成と確保が円滑に行われるためには,多くの人が原子力を職業
としてやりがいのあるものと捉え,またその将来性について理解するようになることが望ま
れます。このため,原子力に対するイメージの向上を図るとともに,原子力の幅広い可能性に
挑戦し,若い人に夢と希望を与えるような原子力研究開発を展開することが重要です。 
 とりわけ,多くの若者が原子力に対して客観的な判断力を持つことが大切であり,このこ
とはひいては今後の人材の裾野の拡大につながることにもなります。このため,青少年の原



子力に関する学習機会の確保等青少年期における正しい原子力知識の普及活動を充実・強
化していきます。 
 なお,学校教育においては,学習指導要領に基づき,原子力を含むエネルギーに関して児童・
生徒の発達段階に応じ,適切に指導することとされています。この学習指導要領の趣旨を踏
まえ,各学校において原子力を含むエネルギーに関する教育の一層の充実が望まれます。 
 また,大学等の研究者や学生が政府関係研究開発機関の研究設備・機器を利用する機会の
拡大,強化を図るなど人材養成面における関係機関の連携の推進を図ります。 
 原子力の研修は,政府関係研究開発機関等において,多様な目的で広範囲に実施されてお
り,今後,研修に対する様々なニーズに柔軟に対応しつつ,その充実を図っていきます。その際,
我が国の原子力関係研修が全体として効率的かつ整合性のとれたシステムとなるよう,研修
機関の連携を進め,総合的な研修体制の整備を図ることが重要です。 
 一方,原子力研究開発の国際化が進展する中,原子力平和利用先進国として,諸外国の研究
者,技術者等の積極的な受け入れを図るとともに,我が国として必要な国際的人材を養成す
るため,人材養成プログラムの強化等に取り組んでいきます。 
 
（２）資金 
 長期計画に基づき原子力開発利用が進められた場合の所要資金については,施策の具体化
にあたり,さらに検討を要する部分が多くあり,また,今後の諸情勢の推移により大きく左右
されますが,現時点で試算した 1994 年度から 2010 年度までの所要資金の大略の見込みを集
計すると約 9 兆 9 千億円となります。この内訳は,新型炉開発その他原子力発電関係約 3 兆
6 千億円,核燃料サイクル関係約 2 兆 2 千億円,核融合及び放射線利用約 1 兆 7 千億円,その他
基礎研究等(研究開発機関の運営費を含む。)約 2 兆 4 千億円となっています。なお,この他
現時点での大略の見通しとして民間が独自に行う研究開発に必要な経費は約 2 兆円,軽水炉
原子力発電所及び商業用核燃料サイクル施設建設に必要な経費は約 10 兆円と試算されてい
ます。 
 資金の確保にあたっては,多様な手段を用いることによりその確実な確保を図っていくと
ともに,また限られた資金の重点的,効率的,効果的な活用を図る必要があります。また軽水炉
の高度化・建設,核燃料サイクルの事業化等の進展に伴い,原子力開発利用における民間が担
うべき役割が大きくなっていることなどを踏まえて,個々の計画の開発段階を十分に考慮し,
国と民間のそれぞれの役割分担に対応した適切な資金分担を図る必要があります。さらに,
計画の推進にあたっては,適切な時期に各研究開発課題について厳正な評価を行い,計画内容
の見直しを弾力的に行うことにより資金の効率化に努めることにします。 
 
（３）研究開発の推進体制と研究基盤の高度化 
①研究開発機関の役割分担 
 原子力の研究開発は,幅広い分野について基礎から応用段階まで計画的,総合的に進めて



いくことが重要であり,民間,国,大学等の各研究開発機関が適切な役割分担の下にそれぞれ
の能力や特長を十分に活用し,発展させていくことが必要です。 
(イ)民間の役割軽水炉技術や事業化段階にある核燃料サイクル技術について,信頼性の向上,
技術の高度化等に関する技術開発を積極的に実施していくことが期待されます。 
(ロ)政府関係研究開発機関の役割動力炉・核燃料開発事業団は,高速増殖炉,新型転換炉を含
めた核燃料サイクル各般に関連する開発及びこれに必要な研究を推進し,その発展,実用化
を期すことを基本的な役割としています。今後とも国のプロジェクトとして高速増殖炉等の
開発,使用済燃料再処理技術の開発,高レベル放射性廃棄物の処分の研究開発等を推進する
とともに,実用化を見通した高速増殖炉固有の研究開発・先進的リサイクル技術に関する研
究開発等を行っていきます。さらに,事業化が具体化しつつある技術課題に対しては民間と
の密接な連携,協力の下に技術移転,技術協力を進めるとともに軽水炉用 MOX 燃料の利用に
対する技術的支援等行い,将来の核燃料サイクルの実用化に向けた技術開発センターとして
の諸活動を進めていきます。 
 日本原子力研究所は,原子力の開発に関する研究等を総合的かつ効率的に行い,原子力の
研究,開発及び利用の促進に寄与することを基本的な役割としています。今後とも原子力の
新たな可能性の探求と多様なニーズに対応するため,原子力全般を支える基礎的研究,基盤
的研究及び安全研究の一層の推進に努めるとともに,高温工学試験研究,原子力船研究開発
等新たな概念の原子炉等の研究開発,放射線利用研究,核融合研究開発等を推進します。また,
研究者・技術者の養成,RI 等の生産・頒布,共同利用施設の整備,多様な研究協力等を行い,我
が国の原子力分野における中核的な総合研究機関として諸活動を進めていきます。 
(ハ)その他の国の関係機関,国立試験研究機関,大学等においてはそれぞれの機関の目的に応
じ,適切かつ計画的な推進を図っていきます。 
 特に放射線医学総合研究所においては,放射線の生物影響,放射線障害の防止,放射線の医
学利用等の中核的研究機関としての役割を担っていきます。また,理化学研究所は,物理・化
学等の基礎的研究分野での優れた研究ポテンシャルを活かした適時適切な役割を果たして
いくことが重要です。 
 大学においては,学術研究機関として,我が国の学問的基盤の確保と水準の向上を図りつ
つ,研究開発の進展等に対応できる教育研究機関としての機能強化が期待されます。 
②研究基盤の高度化 
 先端的研究開発分野では研究の進展が速く,研究用の設備・機器等の使用年数は著しく短
縮化する傾向にあります。そこで,研究レベルの維持,向上のため,既存の研究設備・機器の維
持,更新等を適切に進めます。国としては,特に,研究用原子炉,大型加速器等の民間等では整備
の困難な大型で先端的な設備・機器の整備やこれらを共同利用施設として産学官の幅広い
分野の研究者が利用できるような体制の整備について検討していきます。 
 原子力の先端的研究開発分野における研究活動を活性化し,その創造性を高めていくため,
研究課題の性格や特徴に応じ,研究者の流動化を促進するための方策の拡充,国内外の研究



者が同一課題について同一機関に一定期間結集し,集中的に研究を行うことができるシステ
ムの構築など研究システムの充実に努めます。また,研究者の研究能力を十分に発揮させる
ための研究支援業務の見直し・強化,事務的な業務の簡素化等を進めます。 
 研究開発を効果的,効率的に推進していくためには適正な研究評価が必要です。研究評価
にあたっては,新しい芽を育てる観点からの評価と円滑な研究開発を進めるという観点から
の評価とがありますが,研究開発の性格や段階に応じて両方の観点を組み合わせた適切な研
究評価を行っていく必要があります。その際,研究開発課題についての評価のみならず,人材,
設備・機器,資金等の研究資源の効率的,効果的な配分及び適切な研究開発体制の構築等の総
合的な観点からの研究評価を国の内外や多様な分野からの意見に留意しつつ行い,将来の研
究テーマの設定,研究資源の配分等に反映させていきます。 
 また,原子力研究開発において大きな役割を担っている日本原子力研究所,動力炉・核燃料
開発事業団,放射線医学総合研究所及び理化学研究所においては,優れた人材,研究設備・機器,
充実した研究支援体制等を有する中核的な研究機能(センター・オブ・エグセレンス)の育成・
整備に努め,世界に誇れる優れた研究成果を上げることが期待されます。国としては,優れた
研究能力を有する研究機関に対し,資金の重点的な配分を行う等適切な支援を行っていきま
す。 
 一方,国内外の原子力分野の科学技術情報は著しく増加しているため,これらの情報の収
集,処理及び迅速な提供のための研究情報ネットワークの整備拡充によって,研究機関間の相
互連携を緊密化し,有機的な情報流通体制の確立を目指していきます。 
 さらに,加速器を用いた放射線利用技術等の研究開発の全国的な進展等に対応するため,
研究開発施設等の地方への展開も望まれます。 
③研究開発機関間の連携強化 
 限られた研究資源によって多種多様化する研究開発を円滑かつ効率的に推進するために
は,政府関係研究開発機関,民間,大学等の密接な協力が極めて重要であり,原子力分野のみな
らず幅広い分野の研究者や研究開発機関間の連携を一層緊密なものにする必要があります。
このため,共同研究等による研究者の交流を進めるとともに,適切なテーマ毎に種々の分野
の研究者で構成する研究会の設置等の拡充を図っていきます。 
 原子力研究開発を進めていくために必要となる先端的な研究設備・機器については,共同
利用を推進し,効果的,効率的な利用を図っていきます。研究開発機関に既に設置されている
研究設備・機器のうち共同利用が可能なものについては,運営の弾力化により自ら実施する
研究開発に支障のない範囲で利用機会の積極的な提供を進めることとします。今後,多分野
の研究者の利用が期待できる先端的な研究設備・機器については,関係研究機関,関係省庁が
適切な役割分担のもとに共同で設置することについて検討していくこととします。さらに,
研究施設の共同設置及び共同利用は,国際間においても積極的に進められるべきであり,我
が国の施設の外国への開放や外国にある先端的研究施設の利用のための国際共同研究の積
極的な推進が必要です。 



 特に,政府関係研究開発機関と大学等との連携にあたっては,共同利用,共同研究等により,
政府関係研究開発機関の保有する大型かつ高度な研究設備・機器を大学算における研究,教
育の場へ提供しつつ,研究交流を深めることが重要です。このため,双方において,共同研究や
研究設備・機器の共同利用を調整・促進するための体制の整備等の適切な措置を講じる必要
があります。 
 
１１．原子力産業の展開 
 原子力産業は,原子力機器,役務等を供給する原子力供給産業と電気事業者に分けられます。
原子力供給産業には原子炉,機器等を供給する原子力機器供給産業,ウラン濃縮,燃料加工再
処理等を行う核燃料サイクル産業,保守等を行う原子力ソフト・サービス産業等があり,多種
多様な企業群により構成されています。 
 原子力産業は,総合的な装置産業という性格も有しており,原子力開発利用の進展はこれ
ら広範な企業群を維持,活性化させることとなり,ひいては国民経済や雇用にも好影響を及
ぼすことが期待されます。また,原子力発電は発電コストに占める機器設備等に要する割合
が大きいため内需誘発効果が高いという面もあります。 
 現在,原子力発電の経済性は化石燃料による発電と比べて同等以上ですが,原油価格の低
迷,円高等により,差は狭まっており,今後,一層の経済性の向上が求められています。また,同
時に安全性・信頼性の一層の向上も要求されています。 
 このような状況の下で,原子力供給産業は調和のとれた複合産業として,これまでの技術
力・開発力を維持向上させるとともに,産業として成熟・自立していくことが望まれます。 
 原子力供給産業は,今後の原子力開発利用を支える重要な担い手として, 
・原子力技術の改良・高度化 
・信頼性の高い機器,燃料及び役務の供給 
・技術の共通化等を通じた経済性の向上 
・市場の国際化,国際競争力の向上 
・核燃料サイクル,高速増殖炉等の今後の展開に向けた技術的基盤の強化 
 等を図っていくことが期待されています。このため,原子力供給産業自らが今後とも高い
意欲を持って研究開発に取り組むことが重要です。また,原子力供給産業の需要は電気事業
者の設備投資,研究開発投資に負うところが大きいことから,電気事業者は長期的視点に立
ち,適切かつ計画的にこれを行うことが期待されている等その役割は極めて大きいものです。
一方,政府関係研究開発機関は,民間との共同研究の推進等技術開発における連携を図り,人
材の交流・移籍,施設の活用,データベースの整備及び提供等を通じて技術力の向上に寄与し
ていくことが重要です。 
 さらに,原子力産業が研究開発意欲を向上させ,その研究開発活動が円滑に進むよう環境
整備を図ることも重要です。 
 



①技術的基盤の維持向上 
 軽水炉分野については既に産業として定着していることから,今後,安全性・信頼性・経済
性の一層の向上の要請に応えるなど軽水炉主流時代の長期化に向けた諸課題に対応してい
く必要がありますが,これらについては原子力供給産業が長期的視点に立ち,電気事業者と
の連携を図りつつ,技術開発を積極的に進めることが重要であり,必要に応じてその技術の
実用化に際して国が適切な支援等を検討することも必要です。 
 核燃料サイクル産業のうちウラン濃縮,再処理等については,事業化が具体的に進展して
いるところであり,これまで開発を進めてきた動力炉・核燃料開発事業団から事業主体への
技術移転を円滑に進め,事業主体の技術力の向上を図ることが重要です。また,国際競争力を
も有する自立型の産業への展開に向けて技術的基盤を強化していく必要があり,関係機関が
協力して,それぞれの特長を活かしつつ長期的視点に立って研究開発を進めていく必要があ
ります。 
②国際的展開 
 国際協力については,原子力先進国としての我が国の国際貢献の視点及び長期的視点に立
って,核不拡散の確保を前提としつつ,国は開発途上国におけるニーズの把握,協力の進展に
応じた二国間原子力協力協定の締結等により,原子力平和利用の協力の基盤を整備するとと
もに,相手国のニーズ,レベルに応じた研究交流,原子力発電に係る協力等を進めていくこと
が重要です。 
 我が国の原子力機器供給産業は,プラントの信頼性・安全性等の点で優れた技術力を有し
ており,これまでも十分な実績を挙げてきています。また,これらを背景に海外から原子力機
器供給について期待が高まっています。今後,国際展開を図り,我が国の優れた技術力を積極
的に示すことによって,我が国の原子力開発に対する海外の理解も深まることが期待されま
す。このため,相手国の国情等を勘案し,安全性と核不拡散の確保の観点を十分に踏まえた協
力の在り方について検討していくことが必要です。その際,国は,原子力機器供給産業の国際
競争力の強化等,国際展開に必要な措置を講じていくことが重要です。 
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ＩＩ 専門部会等の設置 
 

 原子力開発利用長期計画の見直しについて 
 

 平成 4 年 7 月 28 日 
 原 子 力 委 員 会 

 
1.見直しの趣旨 
 現行の原子力開発利用長期計画が策定されて以来 5 年が経過し,この間,我が国の原子力開
発利用は青森県六ケ所村における核燃料サイクル事業を始めとしておおむね着実に進展し,
今後の展開について検討すべき時期にきており,一方で国際社会は激動の時代を迎え,東西
冷戦の終了,核兵器の拡散に対する懸念の高まり,地球環境問題に対する意識の向上等全地
球規模で大きく情勢が変化してきた。このような内外の環境変化を踏まえ,21 世紀を見据え
て我が国がとるべき原子力開発利用の基本方針及び具体的推進方策を明らかにするため,原
子力開発利用長期計画の見直しを行うこととする。 
 
2.検討事項 
(1) 21 世紀を展望した長期的かつ整合性ある原子力開発利用体系の構築 
(2) 東西冷戦後の新たな世界秩序における核不拡散と原子力平和利用との両立 
(3) 原子力の技術先進国の一員としての国際貢献,科学技術立国にふさわしい先導的プロジ

ェクト,基礎研究・基盤技術開発の推進 
(4) エネルギー問題,地球環境問題等の世界的課題に取り組む上での原子力の必要性等に対

する国民の理解の増進 
(5) その他 
 
3.検討の進め方 
(1) 長期計画専門部会の設置 
 原子力開発利用長期計画の見直しに資するため,原子力委員会に長期計画専門部会を設置
する。 
① 審議事項原子力開発利用長期計画の見直しに必要な事項の調査審議を行い,新長期計画

案を作成し,原子力委員会に報告する。 
② 専門部会の構成 

(イ) 本専門部会の構成員ば別紙のとおりとする。 
(ロ) 調査審議を円滑に行うため,必要に応じ,本専門部会に分科会等を設けることができ

るものとする。 
 分科会等の構成員は部会長が定める。 



(ハ) 原子力委員は,必要に応じ本専門部会の調査審議に参加する。 
(2) 既設の専門部会等においては,新長期計画の取りまとめが円滑に行われるよう運営に配

慮する。 
  



(別紙) 
 

長期計画専門部会構成員 
 

部 会 長   小林庄一郎  関西電力(株)取締役会長 

部会長代理   秋山  守  東京大学教授 
 青井 舒一  (株)東芝取締役会長 
 安部 浩平  中部電力(株)取締役社長 
 有馬 朗人  理化学研究所理事長(専門部会第 7 回から) 
 飯田 孝三  日本原子力発電(株)取締役社長 
 飯田庸太郎  三菱重工業(株)取締役会 
 生田 豊朗  (財)日本エネルギー経済研究所理事長 
 石渡 鷹雄  動力炉・核燃料開発事業団理事長 
 井上  力  (財)原子力発電技術機構理事長 
 今井 隆吉  上智大学客員教授 
 岩山 保雄  日本労働組合総連合会副会長 
 小田  稔  前理化学研究所理事長(専門部会第 6 回まで) 
 岸田純之助  (財)日本総合研究所名誉会長 
 久保寺昭子  東京理科大学教授 
 熊谷 信昭  (株)原子力安全システム研究所取締役社長 
 近藤 駿介  東京大学教授 
 下邦 昭三  日本原子力研究所理事長 
 杉山 和男  電源開発(株)代表取締役社長 
 鈴木 篤之  東京大学教授 
 高原須美子  経済評論家 
 田中 靖政  学習院大学教授 
 中西 輝政  静岡県立大学教授 
 中村 政雄  (株)讀賣新聞社論説委員 
 那須  翔  東京電力(株)取締役会長 
 西原 英晃  京都大学教授 
 野澤 清志  日本原燃(株)代表取締役社長 



 深海 博明  慶應義塾大学教授 
 藤家 洋一  東京工業大学教授 
 宮崎 慶次  大阪大学教授 
 村田  浩  (財)日本原子力文化振興財団理事長 
 森  一久  (社)日本原子力産業会議専務理事 
 吉川 允二  日本原子力研究所副理事長 
 吉野 良彦  日本開発銀行総裁 
 依田  直  (財)電力中央研究所理事長 

(平成 6 年 6 月 現在) 
  



長期計画専門部会の分科会等について 
 

 平成 4 年 9 月 2 日 
 長期計画専門部会 

 
1.分科会 
長期計画専門部会の調査審議を円滑に行うため,同部会に以下の分科会を設ける。 

分科会名 検討事項 
基本分科会  調査審議方針の計画、各分科会の調整及び長期計画の起草

に関する事項 
第一分科会 

（軽水炉利用） 
 ウラン資源の確保から放射性廃棄物処理処分までを含む軽
水炉利用の体系的整備と高度化に関する事項 

第二分科会 
（核燃料リサイクル） 

 新型動力炉の開発、軽水炉によるプルトニウム利用を含む
核燃料リサイクルの推進に関する事項 

第三分科会 
（核不拡散と国際貢献） 

 核不拡散体制への貢献を始めとする原子力分野における国
際貢献の在り方及び推進方策に関する事項 

第四分科会 
（技術開発） 

 基礎研究、基盤技術開発、先導的プロジェクト等の推進方策
に関する事項 

 
2.長期計画懇談会 
広く学識経験者等から原子力開発利用について意見を求め,長期計画専門部会の調査審議に
反映させるため,同部会に長期計画懇談会を設ける。 
 
3.長期計画専門部会への報告 
各分科会における検討状況,検討結果及び長期計画懇談会における懇談概要については,必
要に応じ長期計画専門部会に報告する。 
 
4.構成員 
各分科会及び長期計画懇談会の構成員は部会長が定める。 
 
  



ＩＩＩ 各分科会等の構成員 
 
(敬称略) 

長期計画専門部会 長期計画懇談会 構成員 
 

座長  近藤 次郎  日本学術会議会長 
 碧海 西發  消費生活アドパイザー 
 有馬 朗人  法政大学教授(第 3 回まで) 
 石井 威望  慶応義塾大学教授 
 猪瀬  博  学術情報センター所長 
 加藤  寛  慶応義塾大学名誉教授 
 茅  陽一  東京大学教授 
 武部 俊一   (株)朝日新聞社論説委員 
 西島 安則  京都大学名誉教授 
 福川 伸次  (株)神戸製鋼所取締役副社長 
 南  和子  評論家 

故   山下  勇  東日本旅客鉄道(株)取締役最高顧問(第 4 回まで) 
 屋山 太郎  政治評論家 

(平成 6 年 6 月現在) 
 
  



長期計画専門部会 基本分科会 構成員 
 

座 長   秋山  守  東京大学教授 
 朝岡 卓見  前日本原子力研究所理事(第 5 回まで) 
 菊池 三郎  動力炉・核燃料開発事業団企画部長 
 木元 教子  評論家 
 近藤 駿介  東京大学教授 
 斎藤 伸三  日本原子力研究所企画室長(第 6 回から) 
 鈴木 篤之  東京大学教授 
 高屋 光吾  前く社)日本電機工業会専務理事 
 田中 靖政  学習院大学教授 
 鳥井 弘之  (株)日本経済新聞社論説委員 
 中澤 正治  東京大学教授 
 中西 輝政  静岡県立大学教授 
 蓮見 洸一  中部電力(株)常務取締役 
 深海 博明  慶應義塾大学教授 
 南  直哉  東京電力(株)常務取締役 
 森  一久  (社)日本原子力産業会議専務理事 
 矢萩 窺昌  (株)東芝専務取締役 
 山崎 告秀  関西電力(株)取締役 
 山本 貞一  日本開発銀行理事 

(平成 6 年 6 月現在) 
 

  



長期計画専門部会 第一分科会 構成員 
 

座 長   安部 浩平  中部電力(株)取締役社長 
 青地 哲男  (財)日本分析センター専務理事 
 生田 豊朗  (財)日本エネルギー経済研究所理事長 
 石川 辿夫  北海道大学教授 
 石田 隆一  原子燃料工業(株)特別顧問 
 大石  博  動力炉・核燃料開発事業団副理事長 
 金川  昭  名古屋大学教授 
 亀川 秀人  日本原燃(株)代表取締役副社長 
 佐々木史郎  東京電力(株)常務取締役 
 佐藤 一男  前日本原子力研究所理事(第 3 回まで) 
 柴田 益男  関西電力(株)取締役副社長 
 高島 洋一  東京工業大学名誉教授 
 蓮見 洸一  中部電力(株)常務取締役 
 浜田 邦雄  (株)日立製作所常務取締役 
 冨士原 智  (財)原子力発電技術機構専務理事 
 松浦祥次郎  日本原子力研究所理事(第 4 回から) 
 松本智恵博  前四国電力(株)常勤顧問 

(平成 6 年 6 月現在) 
 

  



長期計画専門部会 第二分科会 構成員 
 

座 長   村田  浩  (財)日本原子力文化振興財団理事長 
 逢坂 國一  電源開発(株)常務取締役 
 秋元 勇巳  三菱マテリアル(株)取締役副社長 
 荒井 利治  日本ニユクリア・フユエル(株)代表取締役社長 
 飯田 孝三  日本原子力発電(株)取締役社長 
 池亀  亮  東京電力(株)取締役副社長 
 石渡 鷹雄  動力炉・核燃料開発事業団理事長 
 上林 常夫  三菱重工業(株)常務取締役 
 近藤 駿介  東京大学教授 
 鈴木 篤之  東京大学教授 
 須田 忠義  動力炉・核燃料開発事業団理事 
 須藤 義悦  東北電力(株)常務取締役(第 7 回から) 
 鷲見 禎彦  関西電力(株)取締役副社長 
 更田豊治郎  前日本原子力研究所副理事長(第 3 回まで) 
 伏谷  潔  日本原燃(株)代表取締役副社長 
 松浦祥次郎  日本原子力研究所理事(第 4 回から) 
 松本 史朗  埼玉大学教授 
 八島 俊章  前東北電力(株)取締役副社長(第 6 回まで) 
 依田  直  (財)電力中央研究所理事長 

(平成 6 年 6 月現在) 
   



長期計画専門部会 第三分科会 構成員 
 

 座 長   依田  直  (財)電力中央研究所理事長 
 安  成弘  (社)日本原子力産業会議常任相談役 
 今井 隆吉  上智大学客員教授 
 川島 芳郎  (財)核物質管理センター顧問 
 岸田純之助  (財)日本総合研究所名誉会長 
 北島 重樹  九州電力(株)常務取締役 
 栗原 弘善  動力炉・核燃料開発事業団理事 
 佐竹 宏文  日本原子力研究所理事(第 6 回から) 
 鈴木 範雄  日本原子力発電(株)最高顧問 
 高橋 希一  (社)海外電力調査会専務理事 
 高橋 雅二  国際協力事業団理事(第 8 回から) 
 高屋 光吾  前(社)日本電機工業会専務理事 
 田口 三夫  動力炉・核燃料開発事業団副理事長 
 中西 輝政  静岡県立大学教授 
 前田  肇  関西電力(株)常務取締役 
 矢萩 窺昌  (株)東芝専務取締役 
 吉村 晴光  前日本原子力研究所理事(第 5 回まで) 
 渡辺  允  前国際協力事業団理事(第 7 回まで) 

(平成 6 年 6 月現在) 
  



長期計画専門部会 第四分科会 構成員 
 

 座 長   藤家 洋一  東京工業大学教授 
 朝岡 卓見  前日本原子力研究所理事(第 3 回まで) 
 飯泉  仁  日本原子力研究所理事〔第 4 回から) 
 池辺 幸正  名古屋大学教授 
 石搏 顕吉  東京大学教授 
 井上 信幸  東京大学教授 
 井上  泰  東北大学教授 
 貝川 健一  中国電力(株)常務取締役(第 7 回から) 
 柏木  寛  前電子技術総合研究所長(第 5 回まで) 
 金子 義彦  前日本原子力研究所企画室長(第 3 回まで) 
 川路 恭郎  東京電力(株)常務取締役 
 菊池 三郎  動力炉・核燃料開発事業団企画部長 
 木村 逸郎  京都大学教授 
 佐田登志夫  前理化学研究所副理事長(第 7 回まで) 
 佐野川好母  日本原子力研究所理事(第 4 回から) 
 下村 尚久  (株)東芝取締役 
 田中 好雄  (財)日本電気用品試験所顧問 
 千川 純一  姫路工業大学教授 
 津田 孝二  前中国電力(株)常務取締役(第 6 回まで) 
 土井  彰  (株)日立製作所研究開発推進本部技師長 
 富山朔太郎  電子技術総合研究所長(第 6 回から) 
 永倉  正  (財)電力中央研究所特別顧問 
 中澤 正治  東京大学教授 
 長柄喜一郎  理化学研究所副理事長(第 8 回から) 
 平尾 泰男  放射線医学総合研究所長(第 10 回から) 
 松平 寛通  前放射線医学総合研究所長(第 9 回まで) 
 矢川 元基  東京大学教授 

(平成 6 年 6 月現在) 
  



長期計画専門部会 第一,二分科会 
 放射性廃棄物対策ワーキンググループ 構成員 

 

 主 査   鈴木 篤之  東京大学教授 
 打越  肇  三菱原子燃料(株)常務取締役 
 佐藤 一男  前日本原子力研究所理事(第 1 回まで) 
 住谷  寛  日本原燃(株)専務取締役 
 鳥井 弘之  (株)日本経済新聞社論説委員 
 蓮見 洸一  中部電力(株)常務取締役 
 浜田 達二  (社)日本アイソトープ協会常務理事(第 5 回から) 
 松浦祥次郎  日本原子力研究所理事(第 2 回から) 
 山内 喜明  弁護士 
 山本 正男  動力炉・核燃料開発事業団理事 

(平成 5 年 12 月 時点) 
  



長期計画専門部会 第三分科会 
 核不拡散対応ワーキンググループ 構成員 

 

 主査   川島 芳郎   (財)核物質管理センター顧問 
 金子 孝二   電気事業連合会原子力部長 
 中西 輝政   静岡県立大学教授 
 中野 啓昌   動力炉・核燃料開発事業団理事 
 松浦祥次郎   日本原子力研究所理事 

(平成 5 年 12 月 時点) 
 

  



長期計画専門部会 第四分科会 
 原子力船ワーキンググループ 構成員 

 

 主査   矢川 元基  東京大学教授 
 伊従  功  前運輸省船舶技術研究所原子力技術部長(第 1 回まで) 
 大辻 友雄  神戸商船大学助教授 
 奥村 吉男  日本船主協会工務委員会新造船幹事会副幹事長(第 4 回まで) 
 迫   淳  日本原子力研究所特別研究員 
 真保 義興  日本造船工業会技術委員会技術開発部部会長(第 5 回から) 
 藤野 正隆  東京大学教授 
 山越 寿夫  運輸省船舶技術研究所原子力技術部長(第 2 回から) 

(平成 5 年 11 月 時点) 
  



長期計画専門部会 第四分科会 
 高温工学試験研究ワーキンググループ 構成員 

 

 主 査   田中 好雄  (財)日本電気用品試験所顧問 
 石野  栞  東京大学教授 

 上田  成  新エネルギー産業技術総合開発機構 
クリーンコールテクノロジーセンター技術開発室長 

 大塚益比古  (財)原子力安全研究協会常任理事 
 小宮山 宏  東京大学教授 
 斎藤 伸三  前日本原子力研究所高温工学試験研究炉開発部長(第 1 回まで) 
 飛岡 利明  日本原子力研究所高温工学試験研究炉開発部長(第 2 回から) 
 林  喬雄  東海大学教授 
 平田  賢  芝浦工業大学教授 
 松村 光雄  東燃(株)新事業開発部長 
 若林 泰夫  東京電力(株)原子力研究所副所長 

(平成 5 年 7 月 時点) 
  



長期計画専門部会 第四分科会 
 原子力人材問題ワーキンググループ 構成員 

 

 主 査   中澤 正治  東京大学教授 
 阿部 元祐  (社)日本原子力産業会議理事・事務局次長 
 池田 長生  (社)日本アイソトープ協会常務理事 
 伊集院宗昭  放射線医学総合研究所管理部長(第 5 回から) 
 柴  是行  日本原子力研究所原子力総合研修センター長 

 下田 隆二  科学技術政策研究所 
第 1 調査研究グループ総括上席研究官 

 鈴木 治夫  前放射線医学総合研究所管理部長(第 4 回まで) 
 鈴木 康夫  東京電力(株)原子力業務部長 
 関本  博  東京工業大学教授 
 芹沢 昭示  京都大学教授 
 鳥羽 治利  動力炉・核燃料開発事業団人事部長 
 林   勉  (株)日立製作所原子力事業部長 
 堀内 純夫  日本科学技術情報センター常務理事 

(平成 5 年 8 月 時点) 
 

 
  



ＩＶ 専門部会等の審議経過 
 
 長期計画専門部会の審議経過 
 第 1 回 平成 4 年 9 月 2 日(水) 
 議題  

(1)部会長の互選について 
(2)現行原子力開発利用長期計画及び原子力開発利用の進捗状況と課題について 
(3)長期計画の見直しに当たっての基本認識について 
(4)分科会等の設置について 
 

 第 2 回 平成 4 年 10 月 28 日(水) 
 議題 

(1)長期計画改定に当たっての重要課題について 
(2)原子力委員会専門部会等の審議状況報告 
(3)長期計画専門部会における審議スケジュール(案) 
 

 第 3 回 平成 4 年 12 月 7 日(月) 
 議題 

(1)長期計画改定に当たっての重要課題について 
(2)原子力委員会専門部会等の審議状況報告 
 

 第 4 回 平成 5 年 1 月 18 日(月) 
 議題 

(1)長期計画改定に当たっての重要課題について 
(2)原子力委員会専門部会等の審議状況報告 
 

 第 5 回 平成 5 年 3 月 11 日(木) 
 議題 

(1)長期計画改定にあたっての重要課題について 
(2)第 4 回アジア地域原子力協力国際会議について 
(3)第 1 回長期計画懇談会について 
(4)原子力委員会専門部会等の審議状況報告 
 

  



 第 6 回 平成 5 年 6 月 2 日(水) 
 議題 

(1)長期計画改定に当たっての重要課題について 
(2)長期計画専門部会各分科会の審議状況について 
 

 第 7 回 平成 5 年 11 月 18 日(木) 
 議題 

(1)各分科会における主要論点とその検討の方向について 
 

 第 8 回 平成 6 年 1 月 12 日(水) 
 議題 

(1)長期計画とりまとめに当たっての重要課題について 
(2)長期計画改定に関する広範な意見の聴取について 
 

 第 9 回 平成 6 年 4 月 28 日(木) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見募集と「ご意見をきく会」の開催について 
(2)各分科会報告書について 
(3)長期計画について 
 

 第 10 回 平成 6 年 5 月 30 日(月) 
 議題 

(1)長期計画(案)について 
 

 第 11 回 平成 6 年 6 月 22 日(水) 
 議題 

(1)原子力の研究,開発及び利用に関する長期計画(案)について 
 

 長期計画専門部会 長期計画懇談会の審議経過 
 第 1 回 平成 5 年 3 月 4 日(木) 
 議題 

(1)原子力開発利用の在り方について 
 

 第 2 回 平成 5 年 5 月 18 日(火) 
 議題 

(1)原子力開発利用の在り方について(国際的視点を中心にして) 



 第 3 回 平成 5 年 9 月 7 日(火) 
 議題 

(1)原子力開発利用の在り方について(核燃料リサイクルを中心にして) 
 

 第 4 回 平成 6 年 2 月 1 日(火) 
 議題 

(1)長期計画改定の審議状況について 
(2)長期計画改定に関する意見募集と「ご意見をきく会」の開催について 
 

 第 5 回 平成 6 年 5 月 18 日(水) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見募集と「ご意見をきく会」について 
(2)各分科会の検討状況について 
 

 長期計画専門部会 基本分科会の審議経過 
 第 1 回 平成 4 年 10 月 9 日(金) 
 議題 

(1)現行原子力開発利用長期計画及び原子力開発利用の進捗状況と課題について 
(2)長期計画の見直しに当たっての基本認識について 
(3)今後の検討の進め方について 
 

 第 2 回 平成 4 年 11 月 11 日(水) 
 議題 

(1)長期計画のマクロフレームについて 
 

 第 3 回 平成 4 年 12 月 18 日(金) 
 議題 

(1)長期計画のマクロフレームについて 
(2)長期計画の見直しに当たっての重要課題について 
 

 第 4 回 平成 5 年 1 月 27 日(水) 
 議題 

(1)原子力施設の立地促進策について 
(2)PA の推進方策について 
 

 



 第 5 回 平成 5 年 3 月 17 日(水) 
 議題 

(1)原子力人材の確保・育成方策について 
(2)原子力開発利用長期計画改定の主要課題について 
 

 第 6 回 平成 5 年 4 月 27 日(火) 
 議題 

(1)原子力開発利用長期計画改定の主要課題について 
(2)原子力防災対策について 
 

 第 7 回 平成 5 年 8 月 25 日(水) 
 議題 

(1)原子力防災対策について 
(2)各分科会等の審議状況について 
(3)長期計画のとりまとめに当たっての考え方について 
 

 第 8 回 平成 5 年 11 月 10 日(水) 
 議題 

(1)各分科会の審議における主要論点について 
(2)長期計画のとりまとめに当たっての考え方について 
 

 第 9 回 平成 5 年 12 月 21 日(火) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見聴取について 
(2)長期計画の取りまとめに当たっての考え方について 
(3)各分科会の審議状況について 
 

 第 10 回 平成 6 年 2 月 24 日(木) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見募集と「ご意見をきく会」の開催について 
(2)長期計画総論について 
 

 
 
 
 



 第 11 回 平成 6 年 4 月 5 日(火) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見募集と「ご意見をきく会」について 
(2)各分科会報告書について 
(3)長期計画について 
 

 第 12 回 平成 6 年 4 月 25 日(月) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見への対応について 
(2)各分科会報告書について 
(3)長期計画について 
 

 第 13 回 平成 6 年 5 月 18 日(水) 
 議題 

(1)長期計画改定に関する意見への対応について 
(2)長期計画(案)について 
 
 

 その他の分科会等の審議経過 
 第一分科会 
 第 1 回 平成 4 年 11 月 10 日(火) 
 第 2 回 平成 4 年 12 月 10 日(木) 
 第 3 回 平成 5 年 1 月 28 日(木) 
 第 4 回 平成 5 年 2 月 24 日(水) 
 第 5 回 平成 5 年 4 月 7 日(水) 
 第 6 回 平成 5 年 5 月 26 日(水) 
 第 7 回 平成 5 年 7 月 14 日(水) 
 第 8 回 平成 5 年 9 月 30 日(木) 
 第 9 回 平成 5 年 10 月 28 日(木) 
 第 10 回 平成 5 年 12 月 8 日(水) 
 第 11 回 平成 6 年 1 月 26 日(水) 
 第 12 回 平成 6 年 3 月 18 日(金) 
 第 13 回 平成 6 年 4 月 21 日(木) 
  



第二分科会 
 第 1 回 平成 4 年 12 月 3 日(木) 
 第 2 回 平成 5 年 2 月 8 日(月) 
 第 3 回 平成 5 年 3 月 9 日(火) 
 第 4 回 平成 5 年 4 月 9 日(金) 
 第 5 回 平成 5 年 5 月 19 日(水) 
 第 6 回 平成 5 年 6 月 30 日(水) 
 第 7 回 平成 5 年 7 月 28 日(水) 
 第 8 回 平成 5 年 8 月 27 日(金) 
 第 9 回 平成 5 年 9 月 29 日(水) 
 第 10 回 平成 5 年 10 月 22 日(金) 
 第 11 回 平成 5 年 12 月 3 日(金) 
 第 12 回 平成 5 年 12 月 14 日(火) 
 第 13 回 平成 6 年 1 月 10 日(月) 
 第 14 回 平成 6 年 2 月 10 日(木) 
 第 15 回 平成 6 年 2 月 24 日(木) 
 第 16 回 平成 6 年 3 月 9 日(水) 
 第 17 回 平成 6 年 4 月 7 日(木) 
 第 18 回 平成 6 年 4 月 20 日(水) 
  

第三分科会 
 第 1 回 平成 4 年 11 月 16 日(月) 
 第 2 回 平成 4 年 12 月 17 日(木) 
 第 3 回 平成 5 年 2 月 10 日(水) 
 第 4 回 平成 5 年 4 月 1 日(木) 
 第 5 回 平成 5 年 5 月 3l 日(月) 
 第 6 回 平成 5 年 7 月 23 日(金) 
 第 7 回 平成 5 年 10 月 19 日(火) 
 第 8 回 平成 5 年 12 月 13 日(月) 
 第 9 回 平成 6 年 1 月 17 日(月) 
 第 10 回 平成 6 年 3 月 14 日(月) 
 第 11 回 平成 6 年 4 月 8 日(金) 
  

第四分科会 
 第 1 回 平成 4 年 12 月 3 日(木) 
 第 2 回 平成 5 年 2 月 3 日(水) 



 第 3 回 平成 5 年 3 月 12 日(金) 
 第 4 回 平成 5 年 4 月 22 日(木) 
 第 5 回 平成 5 年 5 月 19 日(水) 
 第 6 回 平成 5 年 7 月 5 日(月) 
 第 7 回 平成 5 年 9 月 24 日(金) 
 第 8 回 平成 5 年 10 月 21 日(木) 
 第 9 回 平成 5 年 11 月 29 日(月) 
 第 10 回 平成 6 年 1 月 24 日(月) 
 第 11 回 平成 6 年 3 月 3 日(木) 
 第 12 回 平成 6 年 3 月 31 日(木) 
 第 13 回 平成 6 年 4 月 26 日(火) 
 
 放射性廃棄物対策ワーキンググループ 
 第 1 回 平成 5 年 1 月 21 日(木) 
 第 2 回 平成 5 年 2 月 24 日(水) 
 第 3 回 平成 5 年 4 月 9 日(金) 
 第 4 回 平成 5 年 5 月 21 日(金) 
 第 5 回 平成 5 年 7 月 5 日(月) 
 第 6 回 平成 5 年 8 月 5 日(木) 
 第 7 回 平成 5 年 10 月 21 日(木) 
 第 8 回 平成 5 年 11 月 19 日(金) 
 第 9 回 平成 5 年 12 月 16 日(木) 
  

核不拡散対応ワーキンググループ 
 第 1 回 平成 5 年 5 月 24 日(月) 
 第 2 回 平成 5 年 6 月 17 日(金) 
 第 3 回 平成 5 年 7 月 6 日(火) 
 第 4 回 平成 5 年 7 月 30 日(金) 
 第 5 回 平成 5 年 9 月 7 日(火) 
 第 6 回 平成 5 年 10 月 14 日(木) 
 第 7 回 平成 5 年 12 月 6 日(月) 
  

原子力船ワーキンググルーブ 
 第 1 回 平成 5 年 2 月 26 日(金) 
 第 2 回 平成 5 年 4 月 7 日(水) 
 第 3 回 平成 5 年 5 月 24 日(月) 



 第 4 回 平成 5 年 6 月 30 日(水) 
 第 5 回 平成 5 年 9 月 2 日(木) 
 第 6 回 平成 5 年 11 月 15 日(月) 
  

高温工学試験研究ワーキングループ 
 第 1 回 平成 5 年 3 月 15 日(月) 
 第 2 回 平成 5 年 4 月 9 日(金) 
 第 3 回 平成 5 年 5 月 27 日(木) 
 第 4 回 平成 5 年 6 月 25 日(金) 
 第 5 回 平成 5 年 7 月 29 日(木) 
 
 原子力人材問題ワーキンググループ 
 第 1 回 平成 5 年 2 月 9 日(火) 
 第 2 回 平成 5 年 3 月 2 日(火) 
 第 3 回 平成 5 年 4 月 13 日(火) 
 第 4 回 平成 5 年 5 月 14 日(金) 
 第 5 回 平成 5 年 6 月 29 日(火) 
 第 6 回 平成 5 年 8 月 31 日(火) 
 
  



Ｖ 意見募集と「ご意見をきく会」 
 

原子力開発利用長期計画改定に関する意見聴取の基本的方向について 
 

 平成 5 年 12 月 15 日 
 長期計画専門部会長 

 
1.今次原子力開発利用長期計画改定については,原子力関係者はもちろんのこと国民各界各
層の関心も極めて高い。 
 このような状況に鑑みると,できるだけ広範な様々な立場の方々から,長期計画改定の背
景となっている諸情勢を踏まえた我が国の長期的な原子力開発利用の進め方,政策の在り方
に関する意見を聴取することが有益であると考えられることから,長期計画専門部会がこの
ような意見聴取を行う機会を設けることとする。 
 
2.意見聴取について 
①意見聴取に関する対応の主体は基本分科会とする。 
②意見聴取は,各分科会報告が取りまとめられる前を目途に可及的速やかに開催する。 
③意見聴取の具体的な実施に関する事項について検討するため,意見聴取準備委員会を設け
る。 
 
3.意見聴取準備委員会について 
①検討事項 

・ 意見聴取の方法,陳述人の人選の方法,陳述人の人選等意見聴取の具体的な実施方法に
関すること 

・ 意見聴取実施要領(仮称)の策定に関すること 
・ その他意見聴取の実施に関すること 

②構成員 
 委員長  秋 山   守(東京大学教授) 
      木 元 教 子(評論家) 
      田 中 靖 政(学習院大学教授) 
      鳥 井 弘 乏((株)日本経済新聞社論説委員) 
      深 海 博 明(慶應義塾大学教授) 
③その他上記の検討は,広く意見聴取準備委員会構成員以外の有識者の意見も参考にしつつ
進めるものとする。 
  



 長期計画専門部会 意見聰取準備委員会の審議経過 
 第 1 回 平成 5 年 12 月 21 日(火) 
 議題 

(1)長期計画改定に当たっての意見聴取の具体化について 
 

 第 2 回 平成 6 年 1 月 5 日(水) 
 議題 

(1)長期計画改定に当たっての意見聴取の実施要領について 
(2)意見聴取用資料について 
(3)意見を述べていただく方の人選について 
 

 第 3 回 平成 6 年 1 月 20 日(木) 
 議題 

(1)意見募集の実施要領について 
(2)意見を聴くに当たっての各種資料について 
(3)今後のスケジュールについて 
(4)テレビ,新聞広告について 
(5)意見を述べていただく方の人選について 
 

 第 4 回 平成 6 年 2 月 17 日(木) 
 議題 

(1)応募者からの意見発表者の選考方法について 
(2)依頼する意見発表者の人選について 
(3)「ご意見をきく会」の進め方について 
 

 第 5 回 平成 6 年 2 月 23 日(水) 
 議題 

(1)応募者からの意見発表者の選考について 
(2)依頼する意見発表者の人選について 
(3)「ご意見をきく会」の進め方について 
 

  



長期計画改定に関する意見募集と「ご意見をきく会」の開催について 
 

1.趣旨 
 今回の長期計画改定に当たり,広く各界,各層からの意見を求め,長期計画専門部会におけ
る審議の参考とする。 
① 広く国民から長期計画改定に関する意見を募集し,その意見を参考にする。 
② 長期計画改定に関する「ご意見をきく会」を開催し,この会における発表者の意見を参

考にする。その際,①の意見の応募者の中から発表者を選出し,「ご意見をきく会」に
出席して意見を述べて頂く。 

 
2.意見の募集 
(1)募集の方法 
 まず,資料および応募用紙をハガキにより請求し,送付する資料などを参考にして,応募用
紙に意見を記入し,返送していただくというもの。 
 資料及び応募用紙の請求件数       6,001 通 
(2)意見募集の結果 
 寄せられた意見の件数          3,301 通 
 分類別内訳 
①原子力の進め方についての基本的考え方  1159 
②原子力発電と安全の確保         920 
③核燃料リサイクルと高速増殖炉      335 
④放射性廃棄物対策            297 
⑤国際協力                102 
⑤放射線利用,先導的プロジェクト等     101 
⑦その他                 387 
 
3.  「ご意見をきく会」の開催 
(1)開催日時 
3 月 4 日(金),5 日(土)の 2 日間 
(2)場  所 
 東京都千代田区内幸町 2-2-2  富国生命ビル 28 階会議室 
(3)発表者 
①主として,組織・分野代表としての意味合いの強い方…7 人 
②個人としての考えを伺いたい方……………………………6 人 
③意見募集に応募された一般の方……………………………14 人 
(4)専門部会側 



 部会長,各分科会座長又はその指名を受けたこれに代わる分科会構成員,基本分科会構成
員が出席。 
(5)報道関係者に公開 
(6)「ご意見をきく会」セッション別意見発表者(発表順,敬称略) 
 セッション I  3 月 4 日(金)10:00～12:12 
 北 村 正 哉    青森県知事 
 佐 藤   建    大学生(東京都) 
 高 木 仁三郎    原子力資料情報室代表 
 中 川 宏 一    日本労働組合総連合会常任中央執行委員 
 松 原 純 子    東京大学医学部助教授 
 宮 田   博    会社役員(新潟県) 
 セッション II  3 月 4 日(金) 14:00～15:34 
 藤 川 陽 子    京都大学原子炉実験所助手 
 高 木 孝 一    敦賀市長 
 谷 口 光 夫    (財)新エネルギー財団副会長 
 山 本 儀 雄    団体職員(山口県) 
 セッション III  3 月 4 日(金) 15:45～17:30 
 柴 田 豊 子    主婦兼パート社員(三重県) 
 中 村   融    元大学化学教官,現社会教育講師(兵庫県) 
 能 登   勇    石油連盟専務理事 
 野 村 隆 行    日本石炭協会常務理事 
 山 本 コウタロー  音楽プロデューサー 
 セッション IV  3 月 5 日(土) 10:00～12:15 
 喜 多 英 之    団体職員(長野県) 
 近 藤 大 介    学生(岐阜県) 
 西 崎   真    大学生(大阪府) 
 馬 場   進    クリーニング業(大阪府) 
 三 根   祥    会社員(福岡県) 
 山 本 時 子    無職(京都府) 
 セッション V  3 月 5 日(土) 14:00～16:18 
 阿 南 詩 子    主婦(長崎県) 
 高 坂 正 尭    京都大学法学部教授 
 アラジン タイムール 交流機関代表(神奈川県) 
 宇 田 直 記    大学生(大阪府) 
 長 見 萬里野    (財)日本消費者協会事務局長 
 村 上 陽一郎    東京大学先端科学技術研究センター長 



ＶＩ 海外の原子力関係者との意見交換 
 海外の原子力関係者からの意見を聴くことが長期計画改定に当たって有益であるとの認
識の下,原子力委員会において,核燃料リサイクルを始めとする我が国の原子力政策に関し
て,以下のような場において意見交換を行った。 
 
○第 4 回アジア地域原子力協力国際会議(主催:原子力委員会)における意見交換 
 開催日:平成 5 年 3 月 2 日(火) 
 国際会議への主な海外からの出席者: 
 D.J.クック    オーストラリア原子力科学技術機構専務理事 
 陳 肇 博    中国核工業総公司副総経理 
 劉 雪 紅    中国核工業総公司外事局副局長 
 D.アヒムサ    インドネシア原子力庁長官 
 S.スパディ    インドネシア原子力庁次長 
 J.H.ホン     韓国科学技術処次官 
 M.ガザリ     マレイシア科学技術環境省原子力庁長官 
 R2 グロリア    フィリピン科学技術省長官 
 C.アレタ     フィリピン原子力研究所長 
 スチャート M.  タイ科学技術環境省原子力庁長官 
                   (平成 5 年 3 月時点,敬称略) 
 
○新原子力開発利用長期計画策定に当たっての原子力委員会による外国からの意見聴取 
 開催日:平成 5 年 4 月 14 日(水) 
 海外からの出席者: 
 H.ブリックス   国際原子力機関(IAEA)事務局長 
 Y.デスカタ    仏国原子力庁(CEA)次官 
 E.C.ブローリン  米国エネルギー省(DOE)原子力担当次官補代行 
 E.G.ドプランク  米国原子力規制委員会(NRC)委員 
 C.ルビネ     欧州原子力学会(ENS)会長 
 E.D.フラー    米国原子力学会(AN'S)次期会長 
                    (平成 5 年 4 月時点,敬称略) 
 


